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主 文

１ 原判決のうちＨ事件控訴人Ｐ１に関する部分を取り消す。

２ 本件訴訟のうちＨ事件控訴人Ｐ１に関する部分は，平成▲年▲月▲

日，同控訴人の死亡により終了した。

３ その余の控訴人らの控訴をいずれも棄却する。

４ 控訴費用は控訴人ら（Ｈ事件控訴人Ｐ１を除く。）の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ 控訴の趣旨

(1) 原判決を取り消す。

(2) Ａ事件

足立区北部福祉事務所長がＡ事件控訴人Ｐ２に対して平成１８年３月２４

日付けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(3) Ｂ事件

墨田区福祉事務所長がＢ事件控訴人Ｐ３に対して平成１８年３月２２日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(4) Ｃ事件

墨田区福祉事務所長がＣ事件控訴人Ｐ４に対して平成１８年３月２２日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(5) Ｄ事件

大田区福祉事務所長がＤ事件控訴人Ｐ５に対して平成１８年３月２８日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(6) Ｅ事件

豊島区福祉事務所長がＥ事件控訴人Ｐ６に対して平成１８年３月１０日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(7) Ｆ事件
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新宿区福祉事務所長がＦ事件控訴人Ｐ７に対して平成１８年３月２８日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(8) Ｇ事件

青梅市福祉事務所長がＧ事件控訴人Ｐ８に対して平成１８年３月２０日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(9) Ｈ事件

青梅市福祉事務所長がＨ事件控訴人Ｐ１に対して平成１８年３月１３日付

けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(10) Ｉ事件

調布市福祉事務所長がＩ事件控訴人Ｐ９に対して平成１８年４月１日付け

でした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(11) Ｊ事件

町田市福祉事務所長がＪ事件控訴人Ｐ１０に対して平成１８年３月１３日

付けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(12) Ｋ事件

品川区福祉事務所長がＫ事件控訴人Ｐ１１に対して平成１８年３月１３日

付けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

(13) Ｌ事件

台東区福祉事務所長がＬ事件控訴人Ｐ１２に対して平成１８年３月２０日

付けでした生活保護法２５条２項による保護変更決定を取り消す。

２ 控訴の趣旨に対する答弁

主文同旨

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨

厚生労働大臣の定める生活保護基準（以下「保護基準」という。）は，７０

歳以上の被保護者（以下では，「生活保護受給者」ともいう。）に対する加算
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（老齢加算）を定めていたが，平成１６年度から保護基準が改定され，段階的

な減額を経て，平成１８年度から老齢加算が廃止されたため，控訴人らの住所

地を所管する福祉事務所長は，生活保護法（以下「法」ともいう。）２５条２

項に基づき，控訴人らの同年度の老齢加算を３７６０円から０円に減額する旨

の保護変更決定（以下「本件各決定」という。）をした。

本件は，控訴人らが被控訴人ら（本件各決定をした福祉事務所長を設置する

区市）に対し，本件各決定は，保護の不利益変更禁止を定めた生活保護法５６

条及び生存権を定めた憲法２５条に違反する違憲・違法なものであるなどと主

張して，その取消しを求めた事案である。

原判決は，本件各決定は，いずれも適法であり，その取消しを求める控訴人

らの請求は，いずれも理由がないとしてこれを棄却したため，控訴人らが原判

決を不服として控訴した。

なお，Ｈ事件控訴人Ｐ１は，原判決後の平成▲年▲月▲日に死亡した。

２ 関係する生活保護法の定め及び前提事実は，原判決の「事実及び理由」欄の

「第２ 事案の概要」の１及び２（原判決３頁１２行目から１０頁１６行目ま

で）に記載のとおりであるから，これを引用する。ただし，原判決９頁９行

目，１３行目及び１６行目並びに１０頁２行目及び４行目の各「３６７０円」

をいずれも「３７６０円」と改める。

第３ 争点及び争点に関する当事者双方の主張

本件の争点は，(1)厚生労働大臣が保護基準を改定して老齢加算を廃止した

こと，及びこれに基づいて各福祉事務所長が給付を減額した本件各決定を行っ

たことが，法５６条に違反するか否か，(2)本件各決定が，「要保護者の年

齢，性別，健康状態等その個人又は所帯の実際の必要の相違を考慮」せず，控

訴人らの「健康で文化的な最低限度の生活」「健康で文化的な生活水準」の水

準を切り下げ，これを下回る生活を強いるものであり，憲法２５条，法１条，

３条，９条，「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約」（以下「社



4

会権規約」という。）に違反するか否かであり，この点に関する当事者の主張

は，以下のとおりである。

１ 厚生労働大臣が保護基準を改定して老齢加算を廃止したこと，及びこれに基

づいて各福祉事務所長が給付を減額した本件各決定を行ったことが，法５６条

に違反するか否か

(1) 保護基準の改定に係る厚生労働大臣の裁量と法５６条の関係等について

（控訴人らの主張）

ア 憲法２５条があくまで国民の権利として生存権を保障していることから

すれば，これを単なる政治的宣言（プログラム規定）であると解するのは

相当でなく，少なくとも生存権はこれを具体化する立法を要請し，当該立

法に具体化される抽象的権利であって，立法化された内容が具体的な権利

内容として保障されると解すべきである。

憲法２５条１項にいう「健康で文化的な最低限度の生活」という概念

は，「一ヶ月当たり金何円で営む生活」という形で憲法上，一義的に定ま

るということは言えなくても，マーケットバスケット方式を初めとする理

論生計費算定方式によって，その金額を具体的に算定することが可能なも

のであり，一定の幅を持った概念としては，憲法２５条１項の解釈として

も定まるものであって，生活保護法に基づく給付額が，この一定の幅から

も逸脱して低いということになる場合には，生活保護法８条に違反するだ

けではなく，憲法２５条に違反するということになるのである。そして，

一定の幅があるといっても，理論的に我が国における現在の最低生活費を

算出しようとする以上は，そこにそれほど大きな差異が生じるとは考えに

くいのである。

イ 生活保護法は，同法１条及び３条に示された同法の目的を制度の現実に

おいて達成するためには，最低生活の需要を満たすに十分なものとなる保

護基準を明確に定めることが何よりも重要であり，保護基準をどう定める
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かは制度の性格を決定する重大な問題であるという観点から，厚生労働大

臣が保護の基準を定立する権限を有する根拠規定として，法８条を設けて

いる。

法８条は２項からなり，１項は，「保護は，厚生労働大臣の定める基準

により測定した要保護者の需要を基とし，そのうち，その者の金銭又は物

品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする。」

と，２項は，「前項の基準は，要保護者の年齢別，性別，世帯構成別，所

在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活

の需要を満たすに十分なものであって，且つ，これをこえないものでなけ

ればならない。」と規定する。

これは，厚生労働大臣に対して，最低生活の基礎となるべき生活資料を

確定し，合理的な理論生計費算定方法を用いて，「要保護者の年齢別，性

別，世帯構成別，所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮

した」理論生計費を算定し，これに基づいて保護基準を定立すべきことを

要請する規定である。最高裁昭和４２年５月２４日大法廷判決（民集２１

巻５号１０４３頁。以下「朝日訴訟最高裁判決」という。）の傍論（憲法

２５条，生活保護法８条の法解釈）における田中二郎少数意見も，「生活

保護法８条２項には，『前項の基準は，要保護者の年齢別，性別，世帯構

成別，所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限

度の生活の需要を満たすに十分なものであって，且つ，これをこえないも

のでなければならない。』と規定されているから，厚生大臣は，保護基準

を設定するに当たり，合理的な理論生計費算定方法を採用するなど，右の

要請に応ずるように努めなければならないし，また，理論生計費算定方式

を採用するに当たっては，その基礎となるべき生活資料を確定しなければ

ならない」と述べているところである。

したがって，上記の要請に反する保護基準の設定，改定は，法８条に違
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反するものである。

ウ 厚生労働大臣による保護基準の改定と法５６条の適用の有無

(ア) 法５６条は，「被保護者は，正当な理由がなければ，既に決定され

た保護を，不利益に変更されることがない。」と定めているところ，こ

の規定は，被保護者について既に決定された保護を不利益に変更する場

合一般について，「正当な理由」が存在することを要求しているもので

ある。生存権の保障の充実拡充の時期・程度について立法府・行政府に

一定の裁量があるとしても，特定の施策がいったん実現した後に，これ

を廃止したり削減したりすることは，憲法２５条に定められた人権が具

体化し現実化されたものを制限することにほかならないから，合理的な

理由，正当な理由がなければ許されるべきではないのであって，法５６

条の規定は，生活保護の実施機関が被保護者に対して保護変更決定をす

る場合のみならず，厚生労働大臣が保護基準を被保護者の不利益に改定

する場合にも適用されると解すべきである。そのことは，法の規定の文

言・趣旨に照らしても明らかである。

(イ) 仮に，法５６条が，保護の実施機関と被保護者の間における関係に

ついて定めた規定であり，保護基準の改定について，法５６条が直接的

に適用されないとしても，同条が被保護者に対して，正当な理由がなけ

れば，既に決定された保護を不利益に変更されることがないという地位

を保障した以上，実施機関は，改定後も被保護者の最低限度の生活の需

要が満たされていることの立証の責任を負うべきであり，結局のとこ

ろ，その保護のよって立つべき基準が，当該需要を満たすものとして定

立されたことの立証の責任を負うべきものであって，法５６条は保護基

準の定立行為についても間接的に適用（準用）されるべきである。

すなわち，厚生労働大臣が保護基準を被保護者に不利益に改定するこ

とによって，保護実施機関が既に決定された保護を不利益に変更する場
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合には，保護の実施機関は，厚生労働大臣の定める保護基準に従ってい

るというだけでは足りず，厚生労働大臣の行った保護基準の不利益変更

自体に「正当な理由」があることをも立証しなければならないものであ

る。

(ウ) たとえ保護基準の定立行為に法５６条の適用・準用がないとして

も，生活保護の被保護者は最低限度ぎりぎりの生活を送っているもので

あるから，これを不利益に変更する場合には，より慎重な態度で臨む必

要があるという法５６条の法意は，保護基準の定立行為における裁量権

行使に当たって最も重視すべき要素であって，正当な理由，合理的な理

由がなければ不利益変更を許さないというのは憲法上の要請でもあるか

ら,これらを欠いた保護基準の不利益変更は裁量権の範囲を逸脱したも

のになるというべきである。

エ 保護基準の不利益変更における裁量権の範囲の逸脱又は濫用の有無の判

断基準

(ア) 法５６条の「正当な理由」の判断についての厚生労働大臣の裁量権

と，法８条２項に基づく厚生労働大臣の保護基準の設定に関する裁量権

は，以下のとおり，質的に異なるものであり，保護基準の不利益変更の

適法性については，厚生労働大臣の裁量権に対する一般的な制約とは質

的に異なる厳格な基準によって判断されなければならない。

保護基準の設定は，法８条２項の「要保護者の年齢別，性別，世帯構

成別，所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低

限度の生活の需要を満たすに十分なものであって，且つ，これをこえな

い」との要件を満たすことを要するが，この要件自体が多分に価値的・

抽象的な文言で表現されていて，解釈者側に解釈の余地を与えないほど

一義的に明白な概念とはいえないから，保護基準の設定権限を与えられ

た厚生労働大臣が，具体的にいかなる内容・程度の生活を以て「健康で
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文化的な最低限度の生活」と解するか，そして，そのような生活を実現

するのにどれ程の金員・物品・サービスを必要とするかを判断する際に

は，その判断の専門技術性から一定の裁量の余地が認められることは否

定できない。これに対し，法５６条は，「被保護者は，正当な理由がな

ければ，既に決定された保護を，不利益に変更されることがない。」と

定めているところ，この「正当な理由」も確かに一義的に明白とはいえ

ない概念ではあるが，その性質は規範的なものであって，不利益変更の

理由が「正当な理由」に当たるか否かについては基本的に司法審査が及

ぶべきものである。ただ，保護基準設定における専門技術性は，保護基

準の改定についても存するから，裁量性を否定することまではできない

だけである。

(イ) そして，上記のとおり，保護基準が，「要保護者の年齢別，性別，

世帯構成別，所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮し

た最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって，且つ，これを

こえない」（法８条２項）ものである以上，保護基準の不利益変更は，

原則として許されないはずである。したがって，法５６条にいう「正当

な理由」があるといえるためには，①保護基準の切り下げを必要とする

やむにやまれぬ事情があり（少なくとも，もともと定められていた保護

基準自体が，最低限度の生活の需要を超える不当なものであることが判

明した場合，社会経済情勢の変化によって最低限度の生活の需要が減っ

た場合でなければならない。），②仮にそのような必要性が認められる

場合にあっても切り下げが必要最小限度のものでなければならないとい

うべきである。

上記①，②の要件は，生活保護受給権の人権としての性格からも導く

ことができる。すなわち，憲法及び生活保護法の規定自体によって導か

れる「健康で文化的な最低限度の生活」を営む権利は抽象的なものにす
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ぎないとしても，厚生労働大臣が「要保護者の年齢別，性別，世帯構成

別，所在地域別その他の保護の種類に応じて必要な事情を考慮して」定

めた保護基準に基づいて生活保護を受給する権利は，憲法及び生活保護

法によって導かれる「健康で文化的な最低限度の生活」を営む権利が具

体化したものにほかならず，まさに生存権という人権が実体化したもの

であるから，その不利益変更は，具体的な人権の制限にほかならない。

したがって，そこで要求される「正当な理由」は，個々の被保護者の生

存に不可欠な権利の制約であるから，自由権の制約原理と同様に，①保

護基準の切り下げを必要とするやむにやまれぬ事情と，②切り下げが必

要最小限度のものであることの双方の要件を備えることが必要である

（生存権の自由権的効果）。

(ウ) 加えて，最低限度の生活の需要を満たすに「十分なものであって，

且つ，これをこえない」という最低限度ぎりぎりのところで定められた

保護基準を不利益変更するということの性格からして，不利益変更後の

保護基準によって法の要求する生活水準を満たすことが可能であるか否

かの検証を経ていることが不可欠の要請というべきである。

本件に即していえば，老齢加算を含めた保護基準は，法８条２項に基

づき，高齢の要保護者の特別の需要を考慮し，かつ，最低限度の生活の

需要を満たすに「十分なものであって，且つ，これをこえない」という

最低限度ぎりぎりのところで定められたものであることからすれば，老

齢加算の減額・廃止について，法５６条のいう「正当な理由」が認めら

れるためには，①高齢者に老齢加算が想定していた特別需要が存在しな

いこと（高齢者とそれ以外の年齢層との支出費目ごとの比較を行い，高

齢者の特別需要の存否について検証を行った上で，老齢加算創設時に認

められた高齢者の特別需要が消滅したこと，あるいは，老齢加算創設時

に認められた高齢者の特別需要は存続しているが，基準生活費が増額と
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なったことにより，特別需要が基準生活費のみによりまかなえるように

なり，基準生活費以外に加算を設ける必要がなくなったことのいずれか

が確認されること），②老齢加算を除いた生活扶助基準で高齢者の生活

の需要を満たすことが可能であることが，被保護者の生活実態に係る調

査を踏まえて裏付けられていることが必要である。

(エ) 上記ウの(ウ)の考え方を採用するとしても，厚生労働大臣の裁量権

の範囲の逸脱又は濫用の有無を判断する上で，法５６条にいう「正当な

理由」の存否を基礎付ける事情がそのまま重要な考慮要素になり得ると

解すべきところ，法５６条にいう「正当な理由」の存否を基礎付ける事

情があるといえるためには，①保護基準の切り下げを必要とするやむに

やまれぬ事情があり，かつ，②切り下げが必要最小限度のものであると

いう２つの要件が満たされなければならない。

(オ)ａ 生活扶助基準は，基準生活費と加算とに大別されるところ，基準

生活費を構成する第１類費（個人的経費）及び第２類費（世帯共通的

経費）については，標準生計費方式（昭和２１年～２２年），マーケ

ット・バスケット方式（昭和２３年～３５年），エンゲル方式（昭和

３６年～３９年），格差縮小方式（昭和４０年～５８年）を経て，現

在では水準均衡方式（昭和５９年～）がその改訂方式として採用され

ている。水準均衡方式では，昭和５９年以来，相対的に一般国民の消

費水準の６０％台のところで生活保護世帯の消費水準を維持すること

が原則とされ，毎年，民間最終消費支出の伸びを基礎として改定率が

設定されて生活扶助額が改定されてきた。そして，毎年の改定では，

標準世帯（３３歳男，２９歳女，４歳子）の消費実態の第１類費と第

２類費の構成割合を参考として，第１類費については年齢別の栄養所

要量を参考とした指数で，第２類費については世帯人員別の消費支出

を参考とした指数で，それぞれ展開されることとなっている。
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このように，基準生活費は，栄養所要量と世帯人員数によってその

額が決定されるため，何らかのハンディキャップにより発生する需

要，本件で対象となる高齢者についていうならば，加齢に伴う心身の

状況の変化に対応するために必要な需要については全く配慮されてい

ないのである。そして，基準生活費だけでは法８条２項にいう「その

他保護の種類に応じて必要な事情を考慮」したことにはならないこと

から，それとは別途設けられたのが加算である。それと同時に法８条

２項は，保護基準は「これ」（＝「最低限度の生活の需要を満たすに

十分なもの」）「をこえないものでなければならない」としているこ

とから，加算を付加することによって「最低限度」の水準を超えては

ならないのであり，加算は基準生活費と合わせて「最低限度」の水準

を成すという関係にあるのである。

ｂ 以上のような，生活保護制度上の「加算」の位置付けに鑑みれば，

基準生活費と加算とで，その減額・廃止等にあたって法５６条で要求

される正当性の程度，あるいは，厚生労働大臣に認められる裁量権の

範囲に違いを設ける原判決の「二重の基準」論には，何ら根拠はない

ことは明らかであり，原判決は，生活保護法の解釈を誤ったものであ

るというべきである。したがって，本件老齢加算減額・廃止措置が適

法であるためには，「本体ともいうべき基準生活費」の減額の場合と

同程度以上の「正当な理由」が必要なのであり，これを欠く場合は法

５６条に反し違法である。

（被控訴人らの主張）

ア 法５６条は，保護の実施機関と被保護者との関係を規律し，「既に決定

された保護」の保護の実施機関による変更が，法，更には，法８条により

保護のよりどころと規定される厚生労働大臣が定めた保護基準の定める要

件を充足したものでなければならないとの趣旨で設けられた規定であり，
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その「既に決定された保護」とは，法２４条１項の規定により保護の決定

通知書に記載されたすべての事項，すなわち，保護の種類，程度及び方法

のすべてを含むものである。そして，同条にいう「正当な理由」とは，当

該保護の改定が法や保護基準の定める保護の変更や停止又は廃止の要件に

該当することをいうと解すべきである。

以上のように法５６条は，被保護者の既得権の保護について規定したも

のであるといえるが，それは個別具体的な保護決定の変更は法や保護基準

に適合していることが必要であるとの意味においてであって，適合対象で

ある法そのものというべき保護基準の改定にまでそのような趣旨が及ぶも

のではないというべきである。

イ また，厚生労働大臣が保護基準を定立する際の指針としては，確固とし

た成文の規定（法３条，８条２項）があり，しかも，これらの規定は，第

１章「基本原理」及び第２章「保護の原則」の章に位置し，法全体の解釈

に係る指針ともいうべきものである。他方，法５６条は，第８章「被保護

者の権利及び義務」という既に保護の決定を受けた個々の被保護者（法６

条１項の「被保護者」の定義参照）を念頭に置いた章の中に置かれている

のである。

以上からすると，保護基準の定立行為について，全く異なる趣旨から設

けられた他章の条文を適用することは，合理性が認められないばかりか，

法３条や８条２項には規定されていない条件を付け加えることになってし

まい，本来の法の趣旨を正解しないものというべきである。

ウ 本件各決定は既に決定された控訴人らに対する保護費を減額（変更）す

るものであり，そうである以上，法５６条の不利益変更に当たり，同条の

適用はある。

なお，保護の実施機関である被控訴人らは，厚生労働大臣が定めた保護

基準に拘束されるから，その改定に伴い保護の変更決定を行った場合，保
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護基準が改定された事実を主張・立証すれば，不利益変更を行う「正当な

理由」の根拠としては十分であって，「正当な理由」のあることを争う当

事者である控訴人らが，保護基準の改定に厚生労働大臣の裁量権の範囲の

逸脱・濫用があることを主張・立証すべきである。

(2) 老齢加算導入及び廃止の各根拠について

（被控訴人ら）

ア 老齢加算は，昭和３５年４月より，前年度に開始された老齢福祉年金を

収入認定する代わりに，老齢福祉年金と同額を加算するものとして設けら

れたが，その後老齢福祉年金の額が大幅に増額・改善されて基礎的生活需

要に対応するという性格が強められたため，老齢福祉年金の額とは切り離

されて，昭和５１年１月からは，別途生活扶助基準改定率により，昭和５

９年４月からは，基準生活費１類相当の消費者物価指数の伸び率により改

定されている。

イ 老齢加算額については，中央社会福祉審議会生活保護専門分科会の昭和

５５年１２月の「生活保護専門分科会審議状況の中間的とりまとめ」にお

いて，「老齢・・・の特別需要を算定するに当たって，福祉年金の趣旨・

給付額・家計調査等から得られる消費実態，外国の加算制度の実態等を勘

案して定めたものであり，その妥当性の根拠は現在も変わっていない。」

「現在利用可能な資料を用いて特別需要額を推計してみると，現行の加算

額は金額的にもそれぞれの特別需要にほぼ見合うものと考えられる。」と

の見解が示されている。

また，中央社会福祉審議会の昭和５８年１２月２３日付け「生活扶助基

準及び加算のあり方について（意見具申）」において，低所得世帯の家計

に関する各種の資料を基にして，加算対象世帯と一般世帯との消費構造を

比較検討した結果，「老齢・・・の特別需要としては，・・・おおむね現

行の加算額で充たされているとの所見を得た。」とされている（乙７）。
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これらは，老齢加算の妥当性を裏付けていたものである。

ウ 老齢加算減額・廃止の考え方

(ア) 老齢加算額の検証

ａ 「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する法

律」（平成１２年法律第１１１号）の法案審議時の付帯決議（衆議

院及び参議院），平成１５年の社会保障審議会意見及び財政制度等

審議会（以下「財政審」という。）建議において，社会福祉基礎構

造改革を踏まえた今後の社会福祉の状況変化や規制緩和，地方分権

の進展，介護保険の施行状況等を踏まえつつ，生活保護制度につい

ても見直しの必要が指摘されていた。これを受けて，厚生労働省で

は，平成１５年８月，生活保護制度全般について議論するため，厚

生労働大臣の諮問に応じて社会保障に関する重要事項の調査審議を

行う社会保障審議会の福祉部会内に，生活保護制度の在り方に関す

る専門委員会（以下「専門委員会」という。）を設置した。専門委

員会では，老齢加算について，以下のような検証を行った。

ｂ 老齢加算は原則７０歳以上の者に算定されるものであることから，

平成１１年の総務省全国消費実態調査結果を特別集計し，高齢者単身

世帯の消費支出を所得階層別に集計して，単身無職の「６０歳～６９

歳」と「７０歳以上」の生活扶助相当消費支出額（消費支出額の全体

から，生活保護制度において，生活扶助以外の扶助に該当するもの

（家賃・地代，教育費，医療診療代等），生活保護制度において，基

本的に是認されない支出に該当するもの（自動車関連経費），被保護

世帯は免除されているもの（ＮＨＫ受信料）及び最低生活費の範疇に

なじまないもの（家事使用人給料，仕送り金）を除外したもの）を比

較（以下「比較①」という。）した資料により検討が行われた。

その状況をみると，全世帯平均で６０歳～６９歳では１１万８２０
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９円に対し７０歳以上は１０万７６６４円，第Ⅰ－５分位（調査対象

者を年間収入額順に並べ，対象者数を５等分した場合に年間収入額の

最も低いグループのこと。対象者数を１０等分した場合の年間収入額

の最も低いグループは第Ⅰ－１０分位となる。つまり第Ⅰ－１０分位

と第Ⅱ－１０分位を合わせたものが，第Ⅰ－５分位となる。）で６０

歳から６９歳までは７万６７６１円に対し７０歳以上は６万５８４３

円，第Ⅰ－１０分位では６０歳から６９歳では７万９８１７円に対し

７０歳以上は６万２２７７円となっており，いずれも６０歳から６９

歳までの者より７０歳以上の者の生活扶助相当支出額が低い状況とな

っている（乙９）。

ｃ また，第Ⅰ－５分位の７０歳以上の単身無職の者の生活扶助相当消

費支出額と７０歳以上の者の老齢加算を除いた生活扶助基準額との比

較（以下「比較②」という。）をすると，第Ⅰ－５分位の７０歳以上

の単身無職の者の生活扶助相当消費支出額が６万５８４円であるのに

対し，７０歳以上の者の生活扶助基準額（老齢加算を除く。）（平

均）は７万１１９０円と，生活扶助基準額が高い状況となっている

（乙９）。

(イ) 専門委員会では，上記(ア)の実態を踏まえて検討を行い，「平成１

５年中間取りまとめ」において，「単身無職の一般低所得高齢者世帯の

消費支出額について，７０歳以上の者と６０～６９歳の者との間で比較

すると，前者の消費支出額の方が少ないことが認められる。したがっ

て，消費支出額全体でみた場合には，７０歳以上の高齢者について，現

行の老齢加算に相当するだけの特別需要があるとは認められないため，

加算そのものについては廃止の方向で見直すべきである。」とし，「ま

た，被保護者世帯の生活水準が急に低下することのないよう，激変緩和

の措置を講じるべきである。」との提言を行った。
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厚生労働省においては，上記提言及び一般低所得高齢者世帯の消費実

態を検証した結果，７０歳以上の高齢者に老齢加算する特別な消費需要

がないと認められること，老齢加算制度の合理性を基礎付けていた事情

が現在ではほぼ失われていると解されることを踏まえ，老齢加算を廃止

することとする一方，激変緩和の措置に関する提言がされたのを踏ま

え，廃止に当たっては３年間をかけて段階的に廃止することとしたもの

である。

(ウ) このように老齢加算の段階的廃止は，一般低所得高齢者世帯の消費

実態を検証した結果，７０歳以上の高齢者に老齢加算に相当するだけの

特別な消費需要がないことが認められたという国民の所得・生活水準の

変化に伴う保護基準の改定であり，厚生労働大臣がその裁量の範囲内に

おいて実施したものである。

エ 老齢加算段階的廃止の妥当性

(ア) 保護基準の改善の推移

過去の保護基準の算定方式の推移を見ると，①最低生活を営むのに必

要な飲食物費，衣食費，家具什器費，光熱費等の個々の需要の一つ一つ

を積み上げて理論計算するマーケット・バスケット方式，②標準的栄養

所要量を満たす飲食物費を理論計算し，これと同等程度の飲食物費を支

出している世帯のエンゲル係数で割り戻すことによって算定するエンゲ

ル方式，③高度経済成長期の国民の生活水準の向上に合わせて保護基準

の引き上げを図るため，政府経済見通しにおける民間最終消費支出の伸

び率（見通し）に格差縮小分を加味して改定する格差縮小方式を経て，

現在は，④政府経済見通しにおける民間最終消費支出の伸びに準拠して

改定する水準均衡方式によって行われている。

マーケット・バスケット方式から消費支出に準拠する方式へと変遷し

てきたのは，前者が品目及び数量の選定において恣意的にならざるを得
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ない側面があり，特に飲食物費を除く国民の消費の多様性に対応できな

いこと，高度経済成長に伴う国民の生活水準（消費）の向上に対応する

ことが難しかったこと等が主な理由である。

現在，保護基準によって保護される生活水準を，一般世帯と被保護者

世帯の消費支出を比較することによって示すと，一般世帯の消費支出を

１００としたときの被保護者の消費支出の割合（格差）は，昭和４５年

度には５４．６パーセントであったものが，格差縮小方式により昭和５

８年度には６６．４パーセントとなり，その後，水準均衡方式が採用さ

れてからはおおむね７割弱で推移しており，平成１３年度には７１．９

パーセント，平成１４年度には７３．０パーセントと，７割を超える水

準に達している。

基準生活費が一般国民の消費実態との比較において十分な水準に達し

ていることは，上記の事実のほか，平成８年から平成１２年までの間の

第Ⅰ－１０分位の勤労者３人世帯の消費水準に着目して，これと生活扶

助基準額とを比較すると，①第Ⅰ－１０分位の消費水準よりも生活扶助

基準額の方が高いこと，②食費，教養娯楽等の減少が顕著な第Ⅰ・第Ⅱ

－５０分位の消費水準よりも生活扶助基準額の方が高いこと，③第Ⅲな

いし第Ⅴ－５０分位の消費水準と勤労控除額（収入認定において就労に

伴う必要経費を控除するものであり，控除額は就労収入によって異な

る。平成８年から平成１２年までの間の平均控除額は２万０５９９円で

ある。）を除いた生活扶助基準額とは均衡が図られているが，勤労控除

額を含めると生活扶助基準額の方が高いという事実などから明らかであ

る。

(イ) 社会経済情勢の変化

ａ 賃金，消費者物価の変動

専門委員会では，昭和５８年の中央社会福祉審議会意見具申で保護
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基準が妥当とされた以降の社会情勢の変化についても着目しており，

第６回の委員会においては，当該期間中の生活扶助基準改定率，消費

者物価指数，賃金及び基礎年金改定率の推移を比較した資料が提出さ

れ，検討が行われている（乙１１の１２，説明資料１頁）。これによ

れば，昭和５９年度を１００とした場合，平成１４年度においては，

生活扶助基準は１３５．５パーセントであるのに対し，消費者物価指

数（暦年）は１１６．５パーセント，賃金は１３１．２パーセントで

あり，生活扶助基準の改定率が上回つていること，特に平成７年度を

１００とした場合には，生活扶助基準が１０４．３パーセントである

のに対し，消費者物価指数は９９．９パーセント，賃金は９８．７パ

ーセントであり，物価，賃金ともにマイナスとなっていることが分か

る。

ｂ 消費構造の変化，エンゲル係数の低下

また，専門委員会は，昭和５５年と平成１２年の消費支出の構成を

１０大費目別に検討している。これによると，一般勤労者世帯（全

国，平均），一般勤労者世帯（全国，第Ｉ－１０分位），被保護勤労

者世帯（全国，平均）ともに消費支出に占める食料費の割合（エンゲ

ル係数）が低下していることなどが分かる（乙１１の６，説明資料９

ないし１４ページ）。

ｃ 小括

以上のように，専門委員会は，昭和５８年当時との比較を老齢加算

廃止の直接の根拠とするものではないが，この間の社会情勢の変化に

着目し，各種指標の推移について検討を行っているのである。

(ウ) 一般低所得高齢者世帯の消費実態

老齢加算額改定の考え方については，上記ウ(ア)で述べたところであ

るが，以下に補足する。
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専門委員会においては，平成１１年の総務省全国消費実態調査結果を

特別集計し，高齢単身世帯の消費支出を所得階層別に集計して，「６０

歳～６９歳」と，「７０歳以上」の生活扶助相当消費支出額を比較した

資料により検討が行われた（乙１１の８説明資料１０ないし１３頁）。

これを分かりやすくまとめたのが別紙３の表である。

これによると，一般世帯の生活扶助相当消費支出額は，「全体平

均」，「第Ｉ－５分位」，「第Ｉ－１０分位」のいずれにおいても，７

０歳以上が６０歳～６９歳よりも１万円以上低いことが分かる。特に，

第Ｉ－１０分位においては，１万７５４０円の差がある。

他方，７０歳以上の生活扶助基準額は８万８１１２円であり，６０歳

～６９歳の生活扶助基準額よりも１万３６０３円高く，一般世帯の生活

扶助相当消費支出額と比較すると，第Ｉ－５分位（６万５８４３円）及

び第Ｉ－１０分位（６万２２７７円）を大きく上回つている（別紙３の

表中③と①及び②との比較）。

さらに，老齢加算を除いた場合（７万１１９０円）でも，第Ｉ－５分

位及び第Ｉ－１０分位の生活扶助相当消費支出額よりも高いことが分か

る（別紙３の表中④と①及び②との比較）。

以上のとおり，７０歳以上の高齢者について，当時の老齢加算に相当

するだけの需要がないことは明らかである。

オ 被保護高齢者世帯の消費実態

実際に被保護高齢単身世帯の家計消費の実態を，加算有世帯（主に７０

歳以上）と加算無世帯（主に６０歳～６９歳）で比較した場合，老齢加算

は，必ずしも老齢加算が想定する需要を充たすためには費消されず，貯蓄

等に回っていることが分かる（乙１１の１２，説明資料３及び４ペー

ジ）。すなわち，両世帯の貯蓄純増（「預貯金」と「保険掛金」の合計か

ら「預貯金引出」と「保険取金」を差し引いたものである。）を比較して
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みると，加算無世帯では，実支出以外の支出のうち①貯金は８万８２１１

円，②保険掛金は１４円であり，実収入以外の収入のうち③貯金引出は７

万８７９６円，④保険取金は２２円であるところ，①貯金と③貯金引出の

差額９４１５円と，②保険掛金と④保険取金の差額△８円を合わせた貯蓄

純増（①十②―③―④）は９４０７円であり，可処分所得に占める割合

（可処分所得に対する貯蓄純増の割合である平均貯蓄率）は８．４パーセ

ントである。

他方，加算有世帯は，同様に計算すると貯蓄純増は１万４９２６円，可

処分所得（「実収入」から税金，社会保険料などの「非消費支出」を差し

引いた額で，いわゆる手取り収入のことである。これにより購買力の強さ

を測ることができる。）に占める割合（平均貯蓄率）は１２．１パーセン

トとなっており，加算無世帯よりも５５１９円多い。

また，翌月への繰越金（月末における世帯の手持ち現金残高である。）

を見ると，加算無世帯が３万６０９４円，加算有世帯が４万７０７１円と

なっており，その差は１万０９７７円である。つまり，両世帯について

は，費消されずに翌月に繰り越される手持ち現金に，１万円以上の差があ

るということである。これと貯蓄純増の差５５１９円を合計すると，その

差は１万６４９６円に上る。以上のように，被保護高齢者世帯の消費実態

を見ると，老齢加算が，加算が想定する需要を充たすために消費されず，

少なからず貯蓄等に回っていることが分かる。

カ 以上のように，数次にわたる基準改定によって保護基準が引き上げられ

てきたこと，消費者物価の下落などの社会経済情勢の変化並びに一般低所

得高齢者世帯及び被保護高齢者世帯の消費実態からみて，７０歳以上の高

齢者に当時の老齢加算に相当するだけの特別な需要があるとは認められな

いとする専門委員会の提言は妥当であり，それを受けて行った厚生労働大

臣の判断に誤りはなく，裁量権の範囲の逸脱・濫用はない。
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（控訴人ら）

被控訴人らの主張は争う。本件においては，被控訴人らが主張する事情は，

そもそも老齢加算の減額・廃止を必要とするやむにやまれぬ事情といえるよう

なものではない。また，老齢加算の減額・廃止が必要最小限度のものであると

いう主張・立証もない。

ア 老齢加算が創設され，存続してきた経緯

(ア) 老齢加算は単なる「みあい」加算ではない。

老齢加算は，昭和３５年に創設されたが，これが老齢福祉年金制度が創

設された際，老齢福祉年金の収入認定分を保障するため，老齢福祉年金と

同額を加算して支給したことから，「みあい」加算と呼ばれてきた。

しかし，老齢加算創設の必要性については，老齢福祉年金制度が創設さ

れる以前から，「生活保護本来の立場」から議論されていた。また，老齢

加算の創設を担当していた厚生省の担当者（Ｐ１３）も，養老施設関係者

から聞き取りを行い，加齢に伴う心身の状況の変化に対応するために必要

な需要（高齢者の特別需要）にはどのようなものがあるかについて調査

し，その聞き取りを基に特別需要を積算したところ，その金額は，老齢福

祉年金と同じ月額１０００円となった。このように，老齢加算は，生活保

護本来の立場から創設されたものであり，また，その金額も調査に基づき

高齢者の特別需要に見合ったものとされたのである（甲５４・２～７頁，

甲５６）。

(イ) 創設時と比較した老齢加算の現代的意義

老齢加算の創設時と現代を比較した場合に考慮しなければならないの

は，老齢加算の創設時は現代のように核家族化，高齢者の単身化は進んで

おらず，高齢者の福祉的課題の多くは，家族によってカバーされていたこ

とである。

現代においては，核家族化，高齢者の単身化が進んだ結果，高齢者の福
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祉的課題は，外部化された部分に依存しなければならない。すなわち，高

齢者は，近隣や親族との関係を維持しながら安定した生活を送り，家族が

カバーできない需要についてはサービスを購入して補う必要があって，高

齢者の生活費は増加している。しかし，世帯人員が減少したからといって

その分だけ世帯にかかる費用が比例して減少することにはならないのであ

る。そして，高齢者，とりわけ単身高齢者が，基準生活費の設定に関し

て，不利な立場にある現状においては，老齢加算の意義は創設時より高ま

りこそすれ，低くなることはないのである。

(ウ) 老齢加算存続の経緯

老齢加算制度は，昭和５１年に老齢福祉年金との関連から解き放たれ，

昭和５５年及び昭和５８年の中央社会福祉協議会に設置された生活保護専

門分科会における各検証により，高齢者の特別需要の存在と老齢加算の必

要性が確認され（乙６，７），４０年以上にわたって存続してきた。政府

も，老齢加算の廃止前は，老齢加算が高齢の被保護者が健康で文化的な最

低限度の生活水準を維持するために必要な制度であることを認めていたと

ころである。

(エ) 昭和５５年及び昭和５８年の検証の合理性

中央社会福祉審議会生活保護専門分科会の「昭和５５年中間取りまと

め」は，被保護世帯の｢消費支出の内容を詳細に分析すると，栄養摂取の

態様については主食の比率が高いこと等未だ貧困性が強く認められ，さら

に，地域社会の成員としてふさわしい生活を営むために不可欠な交通費，

教養費，交際費等社会的経費は一般世帯のみならず全国勤労世帯第Ⅰ-１

０分位階級等の世帯と比較しても著しいひらきがあることなどを勘案する

と被保護世帯の消費支出の水準は今後さらに改善を要するものと認められ

る。｣とした（乙６・３頁）。

一方，昭和５８年意見具申は，「現在の生活扶助基準は，一般国民の消
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費実態との均衡上ほぼ妥当な水準に達しているとの所見を得た。」と評価

したものの，それは，一般世帯の７割弱の水準に達したということにすぎ

ないのであり，一般世帯の７割弱でもってどのような生活が営めるかにつ

いては全く明らかにしていなかった。しかも，昭和５８年意見具申は，上

記評価に続けて，「しかしながら，国民の生活水準は今後も向上すること

が見込まれるので，生活保護世帯及び低所得世帯の生活実態を常時把握し

ておくことはもちろんのこと，生活扶助基準の妥当性についての検証を定

期的に行う必要がある。」として，今後も生活保護（扶助）基準には改善

の余地があるとしているのであって（乙７・１～２頁），加算を除いた基

準生活費のみによって特別需要も含めた高齢者の生活の需要を賄うことが

できる程度にまで基準生活費が改善されたという認識とはほど遠いもので

あった。

したがって，老齢加算を除いた基準生活費のみによって特別需要も含め

た高齢者の生活の需要を賄うことができるかについての検証を行うまでも

ないというのが当時の判断であったということができるのであり，かつ，

その判断に不合理な点はない。

(オ) 「７０歳以上」区分の創設による基準生活費の抑制と老齢加算の存続

政府は，その後も「加算は特定の需要に対応するものであることから，

その改訂に当たっては，生活扶助基準本体の場合とは異なった取り扱いを

する。」との立場をとり続けた。そして，平成元年には，第１類費につい

て「７０歳以上」との区分が新たに設けられたが，その理由として，当時

の厚生省社会局保護課は，「一般高齢者世帯の消費実態をみてみると，７

０歳以上の第１類費相当の消費支出額は６９歳以下のそれと比較して低い

こと，また，第１類基準設定の基礎となっている公衆衛生審議会の年齢別

栄養所要量は，６０歳代より７０歳代の方が低いことが認められている。

したがって，（中略）７０歳以上の第１類費基準については，この改訂率
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を抑制し，年齢階級別に適正な水準の確保を図ったところである。」と説

明し，老齢加算については，「これら三加算（老齢・母子・障害加算）を

含めた各種加算については，一般的な日常生活費の向上分以外の特別の需

要に対応するものであり，従来から消費者物価動向を勘案し改訂を行って

きたところである。平成元年度においても，消費税導入の影響等も勘案し

所要の改訂を行ったものである。」としていた（乙２４・５頁）。

このように，政府は，平成元年当時においても，７０歳以上の第１類費

相当の消費支出額は６９歳以下のそれと比較して低いとの認識を持ってい

たことから，第１類費について，「７０歳以上」の年齢区分を新たに設け

て第１類費基準については改訂率を抑制して「適正な水準」の確保を図っ

たが，老齢加算については，「一般的な日常生活費の向上分以外の特別の

需要に対応するもの」との認識のもと，その存続を当然の前提として，そ

の改訂に当たっては，生活扶助基準本体の場合とは異なった取り扱いをし

たのである。したがって，７０歳以上の「生活扶助相当消費支出額」が６

０歳代のそれと比較して低いこと（比較①）を根拠とする老齢加算の廃止

は，政府のこれまでの対応と矛盾するものである。

イ 特別需要の存否及びその検証手法等の不当性(1)

高齢者における特別需要の存在が老齢加算が設けられた根拠とされてお

り，老齢加算制度が昭和３５年に老齢福祉年金制度の発足を契機として創設

され，昭和５１年に至って老齢福祉年金制度と切り離され，高齢者の特別需

要を満たす基準として純化され，生活保護の特別基準として本来の性格を確

立し，これまで生活保護の見直し等が実施された機会にも，高齢者の特別需

要の存在とこれを理由とした老齢加算の必要性・妥当性が繰り返し確認され

てきているところ，老齢加算廃止の措置に至る検証過程においては，消費支

出の総額しか問題とされておらず，消費構造の比較検討，特に，昭和５８年

意見具申において行われた高齢者とそれ以外の年齢層との支出科目ごとの比
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較が行われていないため，従前の老齢加算制度の合理性を基礎付けていた事

情，特別需要の存否についての検証は全く行われていないに等しい。以下に

指摘するとおり，被控訴人らの特別需要の検証方法等は当を得たものではな

く，特別需要が消滅したなどとする被控訴人らの主張は裏付けを欠くもので

ある。

(ア) 専門委員会で使用された検討資料（平成１１年の全国消費実態調査特

別集計による消費支出額）（乙１１の８）に基づいて，昭和５８年意見具

申と同様の手法により，６０歳以上６９歳以下の者と７０歳以上の者との

間の消費構造を比較検討すると，６０歳以上６９歳以下の者よりも７０歳

以上の者の方が高くなっている支出科目の合計額は，全国平均で９８０４

円，第Ⅰ－５分位で８１８０円，第Ⅰ－１０分位で１万３４３５円となっ

ており，むしろ，特別需要が引き続き存在していることが裏付けられてい

る。

また，上記検討資料によれば，高齢者の特別需要の存在及び老齢加算の

必要性・妥当性とともに，基準生活費についての妥当性も確認されてお

り，その後も，水準均衡方式に従って改定が行われるなど，その評価に変

動を来すべき事情も生じていないことからすれば，基準生活費の改定・引

き上げがあったとしても，それによって特別需要がカバーされることには

ならない。

(イ) 老齢加算制度の必要性・合理性を検討するには，高齢者に具体的にど

のような「需要」があるのか，その内容はどのようなものであり，その金

額をどう考えるのかといった分析が不可欠であり，本件検討手法のような

消費「支出」額を単純に比較しただけで，「需要」の有無を結論づけるこ

とは明確な誤りである。

消費支出と需要との間に「一定の相関関係」があることを否定するもの

ではないが，高齢の保護利用世帯においては，需要が潜在化している点も
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十分に考慮されなければならず，また，単身高齢被保護者の生活に『ゆと

り』分があったとしても，そのほとんどは，加齢に伴う特別需要や日常生

活維持に備えた未実現の消費支出に過ぎず，こうした未実現の特別需要に

ついても，なんらかの形で把握する必要があるのであって，「消費」支出

額のみにより「需要」の有無を判断することには合理性がない。

(ウ) 保護基準以下の低所得者であっても実際には保護を受給していない者

（いわゆる漏給層）がおり，各種調査の結果によれば，その数は膨大なも

のと推測され，これらの者を含んだ低所得者層の消費動向を参考にして保

護基準を定めた場合には，本来の在るべき水準を下回った保護基準となっ

て不合理な結果をもたらすことになる。

保護基準を定める場合に参照とされるべきは一般国民の生活水準であっ

て，漏給層を除外せず，消費支出が圧縮されていると考えられる第Ⅰ－５

分位や第Ⅰ－１０分位のような低所得層を参照とするのは適切ではない。

(エ) 老齢加算の見直しの過程で，単身高齢者の消費水準を検証するに当た

り，６０歳以上６９歳以下と７０歳以上という年齢区分を用いて比較対照

を行ったことには合理性がなく，７０歳以上の高齢者に係る特別需要の不

存在を根拠付けることもできない。

この点，被控訴人らは，７０歳以上の者と６０歳～６９歳の者とを比較

する理由について，「老齢加算は原則７０歳以上の者に算定されるもので

あることから」とする。

しかし，もともと，高齢者に特有の生活の需要について考える際に，そ

の対象を７０歳以上の高齢者に限定すべき必然性などない。老齢加算の対

象者が７０歳以上の者となったのは，老齢加算制度の創設が７０歳以上の

高齢者を対象とする老齢福祉年金発足を契機としたという歴史的経緯に基

づくものである。そして，１９７６（昭和５１）年に老齢福祉年金との関

連性が断ち切られて以降は，老齢加算の支給対象者を７０歳以上の者に限
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定しなければならない理由はなくなったといえるのである。

そして，実際，１９７５（昭和５０）年９月１５日の中央社会福祉審議

会の分科会意見書でも，「６５歳程度から傾斜的な加算の仕組みを検討す

ること」との提言が行われ（甲１０の１・（参考４）），翌１９７６（昭

和５１）年から老齢加算の対象者は「７０歳以上の者」の他に，６５歳以

上の重い障害ある者や６８歳以上７０歳未満の者であって，病弱等のため

日常の起居動作に相当程度の障害がある者にまで拡大されている。このよ

うに，「６０歳～６９歳の者」には，老齢加算制度本来の趣旨からすれ

ば，支給対象となるべき，あるいは，支給対象として検討されるべき者が

含まれているのである。

つまり「６０歳～６９歳の者」と「７０歳以上の者」との比較は「同じ

特性を持った方同士」の比較（乙１１の１１ １０頁）ということができ

るのであり，このような両者を比較して高齢者の特別需要の有無・程度と

老齢加算の要否を検討する手法には合理性がないのである。

また，前記のとおり，昭和５５年「中間的とりまとめ」及び昭和５８年

「意見具申」，それぞれに至る検討過程においても，６０～６９歳と７０

歳以上の者の比較により特別需要の有無及び程度を検証するという手法は

とられていない。

例えば，「老夫婦世帯の収入・支出の内訳」（甲１０の２）では，世帯

主が「６０～６４歳」，「６５～６９歳」，「７０歳以上」の各年齢層の

世帯を「老夫婦世帯」と位置づけ，これら各世帯と，「一般世帯」との間

で消費構造の比較検討を行っている。すなわち，ここでは，世帯主が７０

歳以上の世帯のみならず，「６０～６４歳」，「６５～６９歳」の世帯も

高齢者の特別需要の有無及び程度を判断するに当たっての検討対象とされ

ているのである。他方，「高齢単身世帯の生活扶助相当経費のうちの特別

需要調べ」（甲１１の１）では，「５０歳代」，「６０歳～６４歳」，
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「６５歳～６９歳」，「７０歳～７４歳」，「７５歳以上」の５つの年齢

層に分けての比較検討が行われており，本件検証手法のように，「７０歳

以上の者」と「６０歳～６９歳の者」とに２分して，この２つの年齢層の

みの比較検討により，老齢加算の要否を判断するといった粗雑な手法はと

られていない。

もっとも，６０歳代について，その生活扶助基準が，高齢者に特有な生

活の需要を含めて最低限度の生活の需要を満たしているということが検証

されているならば，６０歳代と７０歳以上の比較により老齢加算の必要性

の有無を検討することにも一定の合理性が認められる。しかし，そのよう

な検証は全くなされていない。そうである以上，６０歳代と７０歳以上の

比較のみにより，特別需要の有無・程度や老齢加算の必要性について検証

することはできないのである。

(オ) 被控訴人らは，全国消費実態調査の特別集計から得られた数値を，高

齢者の特別需要の不存在や老齢加算廃止の根拠となる基礎資料にしてい

る。

しかし，特別集計の基になったサンプルデータが公表されていないた

め，その信憑性・信頼性は何ら担保されていないこと，「生活扶助相当消

費支出額」を比較する際に消費支出全体の中からどのような支出を控除

し，その控除が妥当なものであったかどうかも検証できないこと，「平成

１１年全国消費実態調査･高齢者世帯結果表の第２６表」（甲１２）によ

れば，７０歳以上７４歳以下の単身無職世帯の月間消費支出額は，６５歳

以上６９歳以下のそれを上回っており，厚生労働省（専門委員会の資料作

成に当たった事務局）が「生活扶助相当消費支出額」を算定する過程で控

除したであろう，住居費，保健医療費，自動車等関係費，仕送り金を控除

して「消費支出の比較」を試みてみても，やはり７０歳以上７４歳以下の

単身無職世帯の支出額が６５歳以上６９歳以下のそれを上回る結果となる
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など，被控訴人らが高齢者の特別需要の不存在の根拠とした６０歳以上６

９歳以下の者と７０歳以上の者との比較（比較①）と齟齬していることか

らすれば，被控訴人らが根拠とした検証資料は，データそれ自体の信用性

に疑問があり，老齢加算廃止の合理的根拠にはなり得ないものである。

また，厚生労働省が基礎データとして使用した平成１１年全国消費実態

調査の単身世帯に関する調査は，同年１０月及び１１月の２か月間のみを

対象として実施されたものである。

しかし，老齢加算は，生活扶助費の重要な一部として４０年以上の間継

続的に支給されてきたものであり，これを廃止して，保護受給者に不利益

な保護基準の改定を行うのであれば，その検証は慎重に行われねばならな

いはずである。したがって，仮に，あるデータに基づいて検証を行った結

果，高齢者の特別需要の存在が確認できないと判断される場合であって

も，それが「一般的・継続的な傾向」のものであるといえるのかが更に問

われねばならないのであり，経年変化や将来予測についての調査が不可欠

である。したがって，平成１１年全国消費実態調査それ自体の信頼性につ

いては措くとしても，それのみでは基礎データとして不十分であることは

明らかである。

(カ) ７０歳以上の高齢者については，他の年齢層と比較して，基準生活費

のうち第１類費の伸びが著しく抑制されており，別途老齢加算の給付が行

われていたからこそ，そのような抑制が可能であったと考えるべきとこ

ろ，第１類費をそうした水準のままに据え置きながら，老齢加算を廃止す

ることは，いわば二重に減額の負担を負わせることになり，著しく不利益

であって合理性を欠いた措置である。

(キ) 財政審の建議並びに閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針２００３（骨太の方針２００３）」及び「平成１６年度予算編

成の基本方針」において，社会保障費を抑制する一環として，老齢加算の
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廃止に向けた検討が明示され，専門委員会での議論が始まったが，老齢加

算廃止の方針はそれ以前から決まっていたのであり，専門委員会での「検

討」はその方針を正当化するためのものであって，合理性を検証する上で

必要な検討が行われたものとはいい難い。

また，専門委員会の「平成１５年中間取りまとめ」では，老齢加算につ

いて「廃止の方向で見直すべきである」とされているが，同委員会では反

対意見を述べる意見が多く，その意見を正しく集約したものとはいえな

い。専門委員会での実際の検討の過程では，老齢加算が廃止される場合に

も，高齢者世帯の社会生活に必要な費用に配慮して，その代替措置の要否

及び内容を含めて議論することが前提とされており，「平成１５年中間取

りまとめ」においてもこれを踏まえた修文を経ていたものである。

こうした専門委員会の審議の過程等に照らしてみても，老齢加算を廃止

したこと，特に代替措置なく廃止を実施したことは，正当な理由を欠き，

合理的な根拠を欠くものというべきである。

ウ 特別需要の存否及びその検証手法等の不当性(2)（当審における主張）

(ア) 比較①及び②は，老齢加算の廃止の根拠となり得ないものである。

被控訴人らは，①６０歳以上６９歳以下の者と７０歳以上の単身無職者

のそれぞれ全体，第Ⅰ－５分位及び第Ⅰ－１０分位の「生活扶助相当消費

支出額」の比較（比較①），②７０歳以上の単身無職者のうち第Ⅰ－５分

位の者の「生活扶助相当消費支出額」と老齢加算を除いた生活扶助基準額

の平均との比較（比較②）を老齢加算廃止の主要な根拠として主張してい

るが，以下のとおり，これらは，いずれも高齢加算廃止の根拠となり得な

いものである。

ａ 「平成１５年中間取りまとめ」における比較①の位置付け

比較①は，「平成１５年中間取りまとめ」において，老齢加算を廃止

の方向で見直すべき根拠とされている。
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しかし，「平成１５年中間取りまとめ」は，これまで加算によって対

応してきた高齢者の特別需要の存在を当然の前提とするものであり，

「平成１５年中間取りまとめ」が老齢加算に関して指摘しているのは，

「消費支出全体でみた場合には」，特別需要があるとは認められないと

いうことにすぎず，また，「現行の老齢加算に相当するだけの」特別需

要があるとは認められないとしているにすぎない。すなわち，「平成１

５年中間取りまとめ」は，老齢加算そのものについて廃止の方向で見直

すべきとしているにすぎないのであり，これまで加算の形で支給されて

きたものをすべて削減すべきであるとか，削減してもよいとはしていな

い。したがって，比較①は，老齢加算廃止の根拠となり得ない。

ｂ 「平成１５年中間取りまとめ」における比較②の位置付け

(a) 比較②については，専門委員会の資料とはされたが，「平成１５年

中間取りまとめ」では全く言及されていない。

(b) 専門委員会は，単身高齢者の生活扶助基準額（老齢加算を除いたも

の）が第Ⅰ－５分位の「生活扶助相当消費支出額」を上回っているか

らといって，これが老齢加算廃止の根拠となり得ると考えてはいなか

った。

むしろ，「平成１５年中間取りまとめ」は，単身７０歳以上の被保

護者の生活扶助基準の妥当性に疑義を呈し，問題点を指摘している。

すなわち，「平成１５年中間取りまとめ」は，生活扶助基準につい

て，標準３人世帯を基準として具体的な世帯類型別にこれを展開して

みると，いくつかの問題点がみられるとして，被保護者世帯の約７割

が単身世帯であること，単身世帯における第１類費と第２類費につい

ては一般世帯の消費実態からみて，これらを区分する実質的な意味が

乏しいことも踏まえ，単身世帯については，一般低所得世帯との均衡

を踏まえて別途の生活扶助基準を設定することについて検討すること
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が望ましいと指摘していたものである。

(c) このため，「平成１５年中間取りまとめ」は，老齢加算そのものに

ついては「廃止の方向で見直すべき」としながら，「ただし，高齢者

世帯の社会生活に必要な費用に配慮して，生活保護基準の体系の中で

高齢者世帯の最低生活基準が維持されるよう引き続き検討する必要が

ある。」として，老齢加算を廃止する場合には，保護基準の体系の見

直しが必要である旨を提言しているのである。

したがって，比較②を老齢加算廃止の根拠とするのは被控訴人ら独

自の見解であり，比較②は，老齢加算廃止の根拠とはなり得ない。

(イ) 比較①及び②は，次のとおり不合理，不当なものであり，老齢加算廃

止の根拠とはなり得ない。

ａ 比較①が，７０歳以上の単身無職者の消費水準が，これと隣接する年

齢区分の者（６０歳以上６９歳以下）のそれと比べて低いと評価するこ

との問題点について

(a) 全国消費実態調査の結果

① 別紙１の①表，③表，⑤表は，平成１１年全国消費実態調査高齢

者編第２６表（甲１２）の単身高齢の「無職世帯」の年間収入・消

費支出を男女平均・男性・女性の３区分にまとめたものであり（以

下の表も，同様の区分をしている。），②表，④表，⑥表は，平成

１６年全国消費実態調査高齢者編第２７表（甲１２６）の同様の世

帯の年間収入・消費支出をまとめたものである。

また，別紙１の⑦表，⑨表，⑪表は，平成１１年全国消費実態調

査高齢者編第２８表ａ（甲１３０の１）の単身高齢の「全世帯」の

年間収入・消費支出をまとめたものであり，⑧表，⑩表，⑫表は，

平成１６年全国消費実態調査高齢者編第２９表ａ（甲１３１の１）

の同様の世帯の年間収入・消費支出をまとめたものである。
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さらに，別紙１の⑬表，⑮表，⑰表も，平成１１年全国消費実態

調査高齢者編第２８表ｂ（甲１３０の２）の単身高齢の「無職世

帯」の年間収入・消費支出をまとめたものであり，⑭表，⑯表，⑱

表は，平成１６年全国消費実態調査高齢者編第２９表ｂ（甲１３１

の２）の同様の世帯の年間収入・消費支出をまとめたものである

（なお，甲１３０の２，甲１３１の２は，甲１２，甲１２６と同年

度の全国消費実態調査であるが，集計世帯数が異なっている。）。

② 比較①は，６０歳以上の高齢者の消費支出を６０歳以上６９歳以

下と７０歳以上に２区分して，両者を比較することにより，老齢加

算廃止の根拠としたが，６０歳以上の高齢者の消費支出を全国消費

実態調査のとおり，６０歳以上６４歳以下，６５歳以上６９歳以

下，７０歳以上７４歳以下及び７５歳以上の４区分として，検討す

ると，別紙１のとおり，７０歳を境として，消費支出は減少するこ

とはなく，むしろ，７０歳以上７４歳以下の消費支出が６５歳以上

６９歳以下のそれを上回っているものが，全１８表のうち①表，③

表，④表，⑦表，⑧表，⑨表，⑩表，⑫表，⑬表，⑭表，⑮表，⑯

表の１２表もあり，男性についてはすべての表で上回っている。

(b) 比較①の統計上の誤謬について

(a)②のとおり，７０歳を境として，消費支出が減少することはな

いのに，７０歳以上の単身無職者の消費水準が６０歳以上６９歳以下

のそれと比べて低いとした比較①には，次のような統計上の誤謬があ

る。

① 誤謬の第１は，消費支出額が支出の原資となる所得（収入・貯

蓄）の金額に制約されることを看過していることである。すなわ

ち，年齢層ごとに所得（収入・貯蓄）が異なる場合，年齢層ごとの

消費支出額が異なることは当然であり，消費支出額が異なる原因が
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年齢の相違にあるということはできないはずであるが，比較①は，

これを無視している。

② 誤謬の第２は，比較①が，ある年齢層の消費支出額（所得額）の

分布と他の年齢層のこれが等しいか，同視し得ない限り，年齢層間

の消費支出額が異なる原因が，年齢の相違にあるということはでき

ないことを看過していることである。すなわち，７０歳以上の年齢

層が，６０歳以上６９歳以下の年齢層よりも所得の低い世帯を多く

含むのであれば，６０歳以上６９歳以下の消費支出額が，７０歳以

上の消費支出額を上回るのは当然であり，実際にも，７０歳以上の

年齢層は６０歳以上６９歳以下の年齢層よりも所得の低い世帯を多

く含むため，７０歳以上の消費支出額が６０歳以上６９歳以下の消

費支出額を下回る結果を招いているにすぎないが，比較①は，これ

を無視している。

③ 誤謬の第３は，平成１１年という単年度の調査によって得られた

「全世帯平均，第Ⅰ－５分位及び第Ⅰ－１０分位において６０歳以

上６９歳以下より７０歳以上の者の「生活扶助相当消費支出額」が

低い状況となっている」との一統計事実（比較①）を不変のものと

していることである。別紙１のとおり，年齢層ごとの消費支出額

は，それぞれの所得や所得分布の変動に伴って，当然に変動する。

また，個人ごとにみても，①年齢のステージに沿った需要の相違は

当然あるにしても，②同じ年齢に達した時代が何時であるかによる

相違，③生まれ年によって異なる消費の在り方の相違（例えば，団

塊の世代とそれ以前の世代の相違）があり，６０歳以上６９歳以下

の消費支出と７０歳以上の消費支出に固定的な大小関係があると認

めることはできないはずであるが，比較①は，これを無視してい

る。
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ｂ 比較①が統計上の消費支出額と異なる「生活扶助相当消費支出額」を

設定して消費水準を比較することの問題点

厚生労働省は，総務省から，平成１１年全国消費実態調査の調査票

（個票データ）の提供を受けた上で，これを同調査の公表統計のように

収支分類項目表に基づき，単純に集計するのではなく，厚生労働省が

「生活扶助相当消費支出額」ではないとする個別の支出を「特別集計」

では支出項目として計上することなく，このような集計・非集計の判断

のフィルターをくぐった項目の合計額を「消費支出」，「食料」等と区

分し，この「消費支出額」を「生活扶助相当消費支出額」と呼称して，

年齢層ごとの消費水準を比較している。

しかし，このように比較①が比較のものさしとした「生活扶助相当消

費支出額」は，次のとおり，恣意的で不合理なものであり，比較①は，

老齢加算の廃止を正当化する根拠にはなり得ない。

(a) 「教養娯楽」「その他消費支出」の不整合

別紙２は，平成１１年全国消費実態調査２６表（甲１２）の単身無

職世帯（６０歳以上６４歳以下，６５歳以上６９歳以下，７０歳以上

７４歳以下及び７５歳以上の４区分）を，比較①と同様，６０歳以上

６９歳以下と７０歳以上の２区分として，年齢・男女別の区分ごとの

消費金額に，区分ごとの集計世帯数を乗じ，これを総世帯数数で割っ

て加重平均を算出し，これを厚生労働省が比較①及び比較②の資料と

した特別集計（乙１１の８・１４枚目）の「生活扶助相当消費支出

額」と比較したものである。

別紙２では，６０歳以上６９歳以下の「教養娯楽」の加重平均が２

万２３３７円であるのに対し，「生活扶助相当消費支出額」（生活扶

助相当）は１万４７７２円であり，差額が７５６５円ある。また，

「その他の消費支出」の加重平均が４万０７５６円であるのに対し，



36

「生活扶助相当消費支出額」は，２万４１８９円であり，差額が１万

６５６７円ある。

この差額が発生した原因として考えられるのは，特別集計では，全

国消費実態調査の金額から，一定の消費細目の金額が除外されている

場合であるが，この場合，どのような支出をどのような根拠で除外し

たかを被控訴人らが主張・立証すべきであるのに，これがされていな

い。もう１つの原因として考えられるのは，全国消費実態調査の集計

世帯と，特別集計の基礎とした集計世帯の範囲・数が異なっている場

合であるが，集計範囲が異なったものになれば，集計結果の数値は当

然異なってしまうことは統計のイロハであるから，特別集計の信頼性

はないことになる。

(b) 「食料」の不整合について

別紙２の６０歳以上６９歳以下の「食料」の加重平均が３万５２７

２円であるのに対し，「生活扶助相当消費支出額」は３万９１８０円

であり，差額が３９０８円ある。このように加重平均の消費支出額よ

りも「生活扶助相当消費支出額」が多くなることは，全国消費実態調

査の金額から，一定の消費細目の金額を除外することでは起こり得

ず，また，調査票に記載されていない食料費を加算するということ

は，できないはずであるから，考えられるのは，集計世帯の範囲・数

の相違のみである。被控訴人らは，この「食料」の差額が生じた原因

を主張・立証すべきであるが，これをしていない。

(c) 「家具・家事用品」の不整合について

別紙２の「家具・家事用品」の加重平均と「生活扶助相当消費支出

額」の差額は，６０歳以上６９歳以下で３５０円と僅差であるのに対

し，７０歳以上では２６５１円と大きな相違がある。

その原因は，特別集計において，「生活扶助相当消費支出額」を算
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定する際，「最低生活費の範疇になじまないもの」として，「家事使

用人給料」を除外したことによるものと考えられる。しかし，「家事

使用人給料」は，家事の社会化の一環であり，現在は，金持ちだけが

受けているサービスではない。家事（料理，後かたづけ，掃除，洗

濯）は，高齢者（特に単身者）にとって，怪我や負傷のリスクを伴う

ため，この社会化されたサービスに対する需要は高齢になればなるほ

ど強くなる。むしろ，現代では高齢者の特別需要として，社会的交流

援助と並ぶ双璧とさえ言い得るものであり，需要の実態を何ら考慮す

ることなく，一律に「家事使用人給料」を除外することは誤りであ

る。

(d) 「交通・通信」の不整合について

被控訴人らは，「自動車関係費」は生活扶助からの支出が基本的に

認められないから「交通・通信」から除外したとする。

しかし，高齢者は，同時に障害者であることも少なくなく，また，

高齢化率の高い山間へき地では通勤用に自動車の保有が認められてい

るところ，山間へき地では高齢化率が高く７０歳以上になっても働く

人が少なくないなどの事情から，自動車の保有が認められる場合も少

なくないと考えられる。また，平成２０年生活保護関係全国係長会議

（平成２０年３月４日開催）においては自動車保有要件の大幅緩和が

なされるなど，自動車保有の要件は流動的なものである。また，自家

用自動車の保有をして外出行動の用にそれを供している場合，外出時

に要する他の交通手段などに要する費用の支出はその分節約される。

自動車を有しない被保護者は，自動車以外の有償の交通手段で外出の

需要を充足しなければならないし，高齢の被保護者は徒歩以外の方法

での交通手段を要することが肉体的衰えの状態からも必要なことが多

いのであるから，「交通・通信」から「自動車関係費」を控除した残
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余があればそれだけで，生活の必要に応じた「交通・通信」の需要が

満たされるとするのは疑問である。

ｃ 比較②が，「生活扶助相当消費支出額」を低所得世帯の消費水準と比較

したことの不合理性

現行の生活扶助基準の算定方式である水準均衡方式は，毎年度の政府経

済見通しにより見込まれる民間最終消費支出の伸び率を基礎とし，前年度

の同支出の実績等を勘案して必要な調整を行うもので，一般国民の消費水

準との調整が課題であり，第Ⅰ－５分位，第Ⅰ－１０分位という低所得層

と比較して調整を図ることはされていない。また，このような低所得層の

中には，要保護世帯でありながら，さまざまな事情から保護を受けず，被

保護世帯以下の収入によって生活を維持している世帯も含まれている。昨

今の格差社会のもとで，このような最底辺層の救済が社会問題化し，漏給

層が広がっている現在，「生活扶助相当消費支出額」を低所得世帯の消費

水準と比較していけば，保護基準が際限なく下がっていく危険がある。

すなわち，７０歳以上では，第Ⅰ－１０分位の消費水準は，第Ⅲ－５分

位の４８％と５割を割っており，第Ⅰ－５分位も５４．８％と６割には満

たないものである。そして，第Ⅰ－１０分位の「生活扶助相当消費支出

額」は５万７５５３円，第Ⅰ－５分位のそれが６万４８３８円であるのに

対して，それぞれの生活扶助基準の平均額は，それぞれ６万９６２８円，

６万９８８４円であり，いずれの「生活扶助相当消費支出額」も生活扶助

基準を下回っているものである。

このように比較②を根拠とした老齢加算の廃止は，第Ⅰ－５分位，第Ⅰ

－１０分位という低所得層の生活実態の検証を行わないまま，その生活に

合わせて，保護基準を引き下げるというものであり，劣等処遇にほかなら

ない。これは憲法及び生活保護法の趣旨・目的に反するものであり，およ

そ「正当な理由」は認められないというべきである。
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エ 「平成１５年中間取りまとめ」に基づく老齢加算の廃止の違法性（当審に

おける主張）

(ア) 「平成１５年中間取りまとめ」は，あくまで「中間」の報告書である

こと

専門委員会は，平成１５年８月６日から平成１６年１２月１６日までの

間に合計１８回の会合を開き，最終報告書を発表した。

これに対し，「平成１５年中間取りまとめ」は，平成１５年１２月１５

日に発表された，あくまで「中間」の報告書である。

その後，最終報告書の発表を待つことなく，老齢加算の廃止が実施さ

れ，これが既成事実化されたため，最終報告書は，老齢加算について，

「既に中間取りまとめにおいてその廃止の方向での見直しを提言したとこ

ろであるが」と言及するにとどまったが，仮に，最終報告書発表の時点

で，老齢加算の廃止が実施されていなければ，老齢加算について，「平成

１５年中間取りまとめ」とは異なった，又は「平成１５年中間取りまと

め」での提言内容を前提としつつも，これに修正を加えた提言がされた可

能性は否定できない。

(イ) 老齢加算の廃止は，「平成１５年中間取りまとめ」の内容に反するこ

と

ａ 「平成１５年中間取りまとめ」は，老齢加算そのものについては「廃

止の方向で見直すべき」としながら，「ただし，高齢者世帯の社会生活

に必要な費用に配慮して，生活保護基準の体系の中で高齢者世帯の最低

生活基準が維持されるよう引き続き検討する必要がある。」として，老

齢加算を廃止する場合には，保護基準の体系の見直し（基準生活費の改

善）が必要である旨を提言していることは，前記ウ(ア)ｂ（ｃ）のとお

りである。

ｂ 激変緩和措置について
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また，「平成１５年中間取りまとめ」は，「被保護世帯の生活水準が

急に低下することがないよう，激変緩和の措置を講じるべきである。」

としていたところ，専門委員会が厚生労働省の事務局と合意した激変緩

和措置は，一時扶助など，何らかの形で高齢者の特別需要に応えるとい

うことであり，段階的な老齢加算の廃止は，これに当たらない。

老齢加算の廃止は，わずか３年間で単身高齢者の生活扶助費の約２割

をカットするという極めて過酷なものであり，「激変緩和の措置」の名

に値しないし，必要最小限度の不利益変更ということもできない。

ｃ 以上のとおり，専門委員会は，「平成１５年中間取りまとめ」におい

て，「加算そのもの」については「廃止の方向で見直すべき」とした

が，あくまで保護基準の体系の見直し（基準生活費の改善）とセットで

行われるべきであるとしていたのである。

したがって，老齢加算の廃止は，「平成１５年中間取りまとめ」の提

言に従ったものではなく，政府・厚生労働省は，「平成１５年中間取り

まとめ」のうち，「（老齢）加算そのものについては廃止の方向で見直

すべきである。」との一部の文言をつまみ食い的に取り出して，老齢加

算の廃止の根拠としているが，老齢加算の廃止は，「平成１５年中間取

りまとめ」の内容と整合せず，むしろ，これに反するものである。

(ウ) 厚生労働大臣の裁量権と「平成１５年中間取りまとめ」の関係

厚生労働大臣が保護基準の設定について一定の裁量権を有するとして

も，それは，この設定に当たって高度の専門技術的な考察が必要とされる

からであり，この点を離れて自由な裁量が認められるものではないことは

いうまでもない。そして，厚生労働大臣がその判断を行うにあたって，専

門委員会にその審議を委ねた以上，厚生労働大臣は，その審議内容及び結

果に絶対的に拘束されることはないとしても，これと矛盾，齟齬する措置

を採る場合には，相応の合理的な根拠・理由が必要であるというべきであ
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り，とりわけ，その措置が被保護者にとって不利益なものである場合に

は，法５６条の趣旨からも，高度の合理性が要求されるというべきであ

る。

厚生労働大臣が上記の根拠・理由なくした老齢加算の廃止は，その裁量

権を逸脱・濫用したものであり，法５６条の「正当な理由」を欠くという

べきである。

オ もっぱら財政的な動機による保護基準の不利益変更と憲法２５条等違反

（当審における主張）

老齢加算の廃止は，平成１５年当時の政府（小泉純一郎内閣）による予算

削減目標の達成という，もっぱら財政的な動機によるものであって，仮にそ

れ以外の動機があったとしても，副次的ないし形式的なものにすぎず，専門

委員会の「平成１５年中間取りまとめ」や，厚生労働省が専門委員会に提出

した資料（比較①及び②等）は，上記の動機を取り繕うための表面的な口実

（カムフラ－ジュ）にすぎない。

ところで，憲法は，前文第２段で，「われらは，平和を維持し，専制と隷

従，圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めている国際社会におい

て，名誉ある地位を占めたいと思ふ。」と謳い，敗戦後のわが国が平和で民

主的な福祉国家の建設を目標理念として進むべきことを高らかに宣明した。

この新たな国家目標を支えるための中心規定が憲法９条であり，２５条であ

ることは言をまたないところである。したがって，国（政府）がその財政を

運営する際にも，かような国家目標や理念に即して行われるべきことは当然

の理であって，財政は，憲法の理念や原則にリ－ドされ，コントロ－ルされ

ることはあっても，その逆であってはならない。

老齢加算の廃止は，これによって単身高齢の被保護世帯の生活にいかなる

影響・ダメージがもたらされるかをはじめ，対象国民の生活や人権に対する

配慮，ひいては憲法２５条や生活保護法５６条・８条等への顧慮が全く見ら
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れないものである。このように国の財政上の必要を絶対的に優先させ，対象

国民の生活や人権への配慮を欠くか，劣後に置くような生活保護の行政措置

が，すべての国民に「健康で文化的な最低限度の生活」を保障すべきことを

国に義務づけている憲法２５条の趣意に適合しないことは確かであり，さら

に，保護基準の不利益変更を禁止する法５６条の「正当な理由」の要件を充

たすとはいえないこと，すべての貧窮者に「人間らしい生活」の最低限度を

確保することを国に義務づけた法３条や８条等に違反することも多言を要し

ないところである。

２ 老齢加算廃止後の保護基準が憲法２５条及び生活保護法の趣旨・目的に反す

るものとなっているか否か

（控訴人ら）

以下に述べるとおり，老齢加算廃止後の生活扶助基準は，Ｐ１４教授が合理

的根拠に基づいて算定した単身高齢の最低生計費に比してあまりにも低額過ぎ

るという点でも，また，控訴人ら７０歳以上の被保護者の生活状況からも，

「健康で文化的な最低限度の生活」の需要を満たすに十分なものとはいえず，

法８条２項に違反し，同法１条，３条，９条及び憲法２５条１項に反するもの

である。

(1) 現代日本における高齢者の「健康で文化的な最低限度の生活」の意義

ア 健康な生活及び文化的な生活の意義

(ア) 健康な生活とは

ＷＨＯ（世界保健機関）は，その憲章前文において，「健康」を「完

全な肉体的，精神的及び社会的福祉の状態であり，単に疾病又は病弱の

存在しないことではない。」と定義してきた（甲４２の昭和２６年官報

掲載の訳）。このように「健康な生活」とは，単に肉体的な疾病または

病弱が存在しないというだけにとどまらず，精神的にも活力ある状態が

保持され，社会的にも社会内で孤立することなく他者との関係が保持さ
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れている生活をいうものである。

(イ) 文化的な生活とは

「文化」とは，真理を求め，常に進歩・向上をはかる，人間の精神的活

動あるいはそのような活動によって作り出されたものをいう。人間が文

化的な生活を実現するに当たっては，新しい知識や教養を身につけると

ともに，それを生かして社会に働きかけ，他者からの評価を受けるなど

の活動が不可欠である。「生涯学習の進行のための施策の推進体制等の

整備に関する法律（平成２年法律第７１号）」の成立及びその後の生涯

学習の広がりも，まさにそのような文化的な生活を実現するものといえ

る。

イ 現代日本における高齢者の「健康で文化的な最低限度の生活」

このように，現代の日本の高齢者の多くは，肉体的な衰えという不安を

抱えながら，家族や地域社会との関わりを維持し，地域グループの活動や

余暇活動等を通じた社会参加を積極的に行っている。そして，多くの高齢

者は，家族や知人を通した社会とのつながりを維持し，文化的な活動に関

わっている。

したがって，憲法２５条及び生活保護法３条の「健康で文化的な最低限

度の生活」においても，現代の日本において高齢者は，肉体的な健康は当

然として，最低限度の家族や知人との付き合い，余暇活動，生涯学習等に

よる自己実現や社会参加なしには，「健康で文化的な最低限度の生活」を

実現することはできないものである。

(2) Ｐ１４教授による「最低生計費」の算定とその結果

ア 「最低生計費」の考え方

(ア) はじめに

Ｐ１４教授による「最低生計費」の研究と調査結果は，マーケット・

バスケット方式によるものであるところ，Ｐ１４教授の「最低生計費」
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の算定方式は，以下に述べるとおり，厚生労働大臣が扶助基準の算定方

式の１つとして採用するのに十分な合理性を有するものである。

(イ) 生活実態の検証の必要性

憲法２５条１項の「健康で文化的な最低限度の生活」を具体化した生

活保護法３条の「健康で文化的な生活水準」を更に具体化する際，単に

低所得層と比較によって相対的に定めるだけでは，その収入によって

「どういったことができるのか」，また「どういった状態になれるの

か」といった「生活の質」（アマルティア・センの生活の「機能」とい

う概念に相当するもの）は明らかにならず，その収入によってできる生

活の質・内容を検証する必要がある。

特に，平成９年を起点として家計収入が低下し，格差と貧困が広がっ

て，第Ⅰ－５分位の低所得層の生活が苦しくなっている現状の下では，

「健康で文化的な生活水準」を具体化して定めるには上記の生活の質を

問う手法を用いる必要がある。とりわけ，老齢加算の廃止によって約２

割近くの保護費が減額されるのであるから，仮に生活実態の調査をしな

いのであれば，しないことを補充する趣旨で，生活の質を問う手法であ

る「最低生計費」との比較による検証が強く要請されるというべきであ

る。

(ウ) 「生活の質」の絶対性（アマルティア・センの生活の「機能」）

ここでいう「生活の質」とは，大別して２種のものに分けることがで

きる。

第１は，「適切な栄養を得ているか」「雨露をしのぐことができる

か」「避けられる病気にかかっていないか」「健康状態にあるか」とい

ったいわば生命や健康の維持のための「生活の質」であり，第２は，

「移動することができるか」「人前に出て恥をかかないでいられるか」

「読み書きできるか」「自尊心を保つことができるか」「社会生活に参
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加しているか」といった社会的・文化的生活の維持のための「生活の

質」である。

こうした「生活の質」は，人間の生活にとって基本的で基底的なもの

であり，したがって，誰にとっても合意可能なものである。その内容は

憲法２５条１項の「健康で文化的な最低限度の生活」及び生活保護法３

条の「健康で文化的な生活水準」をより具体的に示したものということ

ができる。

そして，これらの「生活の質」は，時代や社会が変化したとしても変

わらない「絶対的」なものであり，個々人のさまざまな目的や価値，人

生設計の中で，優先順位が高いものと位置づけられる。

なお，これらの「生活の質」を達成するためには財やサービスが必要

であるが，その財やサービスは，時代や社会とともに，産業の発展，社

会制度の発展の中で変化する。その意味では「相対的」なものである。

(エ) 人間存在の多様性

また，人間は多様な存在である。アマルティア・センは，生活の「機

能」を達成するためには財やサービスが必要であるが，それを生活の

「機能」に変換する変換率が個々人によって異なる場合が存在すると

し，それを「人間存在の多様性」としている。

「健康で文化的な生活水準」とは，以上のような「生活の質」とそれを

達成するための財やサービスに加え，「人間存在の多様性」に配慮した

ものでなければならない。

(オ) 価値の多様性

現代社会は，生活形態・生活様式が多様化しており，個々人の価値観

も多様化している。特に，親族・友人との交際や地域社会への参加その

他の社会活動を行うことや趣味その他の形態で様々の精神的・肉体的・

文化的活動を行うことは人間性の発露としてすべての人に保障されなけ
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ればならない。「生活の質」として挙げた「社会生活に参加している

か」という指標によって吟味されるものである。

しかし，その具体的な内容は，価値観の多様性から個々人の選択に委

ねられるものであるため，その保障のあり方は，そのための一定額の費

用が認められることである。その費用を支出するための最低限度の所得

が保障されなければ，個々人が自らの価値や目的を選択し実現すること

はできない。

(カ) 「最低限の生活水準」の客観的測定・把握の可能性

憲法２５条１項の「健康で文化的な最低限度の生活」を具体化した生

活保護法３条の「健康で文化的な生活水準」は，特定の国における特定

の時点においては一応客観的に決定すべきものであり，またしうるもの

である。被保護者の需要の測定・把握は可能なことである。

Ｐ１４教授は，マーケット・バスケット方式を原則として採用した上

で，現実の生活に即し，上記の「生活の質」を達成するための財やサー

ビスとして，現在のわが国において，どのようなものが存在するかにつ

いて「持ち物財調査」を行い，また生活の仕方その様式を調べるために

「生活実態調査」を行っている。この点では「相対論」をとるものであ

る。

「持ち物財調査」によって，保有率が原則として７割を超えるものにつ

いては，「人前に出て恥をかかないでいられる」ために必要な生活財と

する。

なお，Ｐ１４教授が持ち物財について保有率を７割としたことは，今

日の日本において原則として７割の人々が保有する持ち物については，

誰でも保有していないと「人前で恥をかかないでいられ」ないなど，社

会的合意がほぼ存在すると考えられるからである

(キ) マーケット・バスケット方式の妥当性
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マーケット・バスケット方式は，現在，イギリスで採用されている方

式であるというだけでなく，我が国においても昭和２３年から昭和３５

年まで採用されていた方式であって，その後，他の方式が採用されてい

るという理由だけで，その考え方が完全に放棄されていると理解するべ

きではない。すなわち，その後，エンゲル方式，格差縮小方式，そして

現在の水準均衡方式に至るまで複数の算定方式が採用されてきている

が，いずれもわが国の経済発展と，食生活が豊かになるなど一般世帯の

生活水準の向上の中で，被保護世帯の生活水準との格差が拡大したた

め，一般世帯との格差の縮小を図るために採られてきたものであって，

マーケット・バスケット方式は，それらの方式の基礎にあると理解すべ

きである。

そして，現在の日本は，戦後の混乱期，その後の高度成長期，そして

低成長期を経て，社会秩序がほぼ安定・固定化していることから，法３

条の「健康で文化的な生活水準」に必要な財やサービスを選択しその費

用を積算できる可能性，現実性が高まっており，マーケット・バスケッ

ト方式は，再び合理的な算定方式の１つとして，十分考慮に値する方式

となっている。さらに，最低限度の「生活の質」を満たすためにどれだ

けの財やサービスが必要であるかを測るためには，必要な財やサービス

を１つ１つ積み上げる方法が最も適しているし，またその当不当を判断

しやすいのである。

もっとも，マーケット・バスケット方式の欠点として，食費について

はカロリー計算や必要栄養を満たすような栄養学による一定の指標が存

在するが，それ以外の費目については具体的な指標が存在しないという

指摘がある。そこで，Ｐ１４教授は，現在の我が国における最低限度の

「健康で文化的な生活水準」については一般世帯の７割の水準が相当で

あるとの社会的合意がほぼできていると考えられることから，現在の日
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本における社会制度，生活様式を前提として「持ち物財調査」，「生活

実態調査」を行い，持ち物財について原則として７割基準を採用し，そ

の「価格調査」を行なって，今日の日本の社会においての絶対的な最低

限度の水準を算定しているのである。

(ク) 価格調査などについて

Ｐ１４教授は，後記イ(イ)の東京都練馬区における「最低生計費」の

試算の際には，価格調査は，「最低価格」「標準（最頻度）価格」「最

高価格」をそれぞれ調査し，外出着などは「人前に出て恥をかかないで

いられるか」といった生活の質を満たすように標準価格を採用し，その

他は最低価格を採用している。

イ 単身高齢世帯の「最低生計費」の算定結果

(ア) 京都市における試算

Ｐ１４教授による平成１７年の京都市における調査を基に計算された

７５歳男子単身高齢者の税込月額「最低生計費」の算定額は，月額１８

万５０６１円である（甲１８）。

生活保護受給世帯は，所得税・住民税のほか，社会保険料や医療費を

負担しておらず，ＮＨＫ受信料等も免除される。また，生活保護におけ

る住居費についても，基準内で実費が支給される。そこで，上記１８万

５０６１円から住居費，所得税・住民税，社会保険料及びＮＨＫ受信料

等の各項目を控除し，「生活扶助相当消費支出額」を算出すると，予備

費を含めて１１万８１１２円となり，予備費を含めない場合でも１０万

３１１２円となる。つまり，算定された「最低生計費」は，予備費を含

めない場合であっても，京都市及び東京都各区等（１級地－１）におけ

る老齢加算相当額を加えた生活扶助基準である９万３７００円（平成１

９年度。平成１５年度は９万３８５０円であった。）を上回る水準であ

り，逆にいうと，生活扶助基準は，老齢加算を加えた場合でもわずかに
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この「最低生計費」に満たないものである。

このように，老齢の被保護者は，老齢加算が満額受給されていた状態

で，ようやく最低限度の生活が辛うじて保障されるか否かの瀬戸際だっ

たのであって，老齢加算が廃止された現在では，「最低限度の生活」を

大きく下回る生活を余儀なくされていることが明らかである。

(イ) 東京都練馬区における試算

Ｐ１４教授は，平成２０年７月，東京都練馬区において，京都市にお

けると同様の方法で調査を行い，７５歳女子単身高齢者世帯の「最低生

計費」を算定した。

その結果，練馬区における「最低生計費」の算定額は，税抜きで月額

１８万０９９０円，予備費を含めない場合には月額１６万４９９０円，

予備費を含めて税込みで月額２０万６１８９円であった（甲８８）。こ

の「最低生計費」のうち，予備費（ＮＨＫ受信料，健康保持用摂取品を

除く。）を除いた保護基準相当額は月額１０万５７３１円であった（住

宅関連費を含めない。）。

一方，老齢加算が廃止された現在の単身高齢の被保護者の生活扶助基

準額は，東京都練馬区の場合，月額で，１類費３万２３４０円，２類費

４万３４３０円に加え，冬季加算と期末一時扶助費の月額平均額２４６

９円を加算した月額７万８３２９円であった。なお，これに老齢加算の

１万７９３０円を加えた場合には月額９万６２５９円となる。

現在の生活扶助基準額をＰ１４教授が算定した「最低生計費」と比較

すると，現在の生活扶助基準額である月額７万８３２９円は，「最低生

計費」より大幅に低く，また老齢加算を加えても，「最低生計費」より

９４７２円低いものとなっているから，老齢加算廃止後の生活扶助基準

額は，生活保護法３条の「健康で文化的な生活水準」を満たさない違法

なものであり，憲法２５条１項にも違反するものである。
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(3) ７０歳以上の被保護者の老齢加算廃止後の生活状況

前記(1)のとおり，「健康で文化的な最低限度の生活」とは，ただ生命を

維持していければすむというものではないはずであり，心身ともに健康で，

人生を楽しみ，自尊心を持って生きていくことが保障されて，はじめて「健

康で文化的な最低限度の生活」といえるのである。

しかし，７０歳以上の高齢の被保護者の生活が老齢加算の廃止によって生

命を維持していくことも危うい状態にまで追い込まれていることが，Ｐ１５

の「生活保護受給者老齢加算廃止後の生活実態調査報告書」（以下「Ｐ１５

調査報告」という。甲５２）及び「生活保護受給者老齢加算廃止後の生活実

態調査追加報告書」（以下「同追加報告」という。甲１０６）からも明らか

となっている。

(4) 控訴人らの生活実態

老齢加算が廃止されたことによって，控訴人ら及びその他の７０歳以上の

被保護者は，生活保護法３条及び憲法２５条の定める「健康で文化的な最低

限度の生活」を下回る生活水準を強いられている。

ア 控訴人らの生活状況

(ア) 食生活の状況

控訴人らの食生活を「低栄養予防のための食生活指針」（甲９５）に

照らすと，「１ ３食のバランスをよくとり，欠食は絶対さける」「２

動物性たんぱく質を十分に摂取する」「３ 魚と肉の摂取は１：１程

度の割合にする」「４ 肉は，さまざまな種類を摂取し，偏らないよう

にする」「５ 油脂類の摂取が不足しないように注意する」「６ 牛乳

は，毎日２００ｍｌ以上飲むようにする」「７ 野菜は，緑黄色野菜，

根野菜など豊富な種類を毎日食べる。火を通して摂取量を確保する。」

「１０ 酢，香辛料，香り野菜を十分に取り入れる。」「１２ 和食，

中華，洋風とさまざまな料理を取り入れる。」「１３ 会食の機会を豊
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富につくる。」等，指針のほとんどに明らかに反している。

高齢者が健康を維持する上では，食生活の多彩な食品を摂取し，バラ

ンスのよい食事をすることが必要不可欠である。しかるに，控訴人らの

食生活が品数も少なく，単調なものになっているだけでなく，控訴人ら

の代理人弁護士が平成２１年３月に行った控訴人ら１２人を含む３５世

帯計４２人の７０歳から８６歳までのＰ１６の会員の生活保護受給者を

対象にしたアンケート調査結果（甲１０５）によっても，高齢生活保護

受給者の内容が食品摂取の多様性を欠き劣悪な食事バランスに陥ってい

ることが明らかとなっている。

７０歳以上の被保護者は，健康を維持するための多様な食生活を送る

ことができない状況に追い込まれており，その原因は，バランスのとれ

た食事を摂取するだけの金銭的余裕がないことが決定的要因である。

(イ) 被服・履物

控訴人らは，被服費はほとんど支出しないとか，購入するのは下着や靴

下だけ，履物も必需品であるが安いものを長く履き古して間に合わせてい

る状況にあり，このような控訴人らの生活が，「健康で文化的な最低限度

の生活水準」を下回ったものであることは明らかである

(ウ) 電気製品・備品及び水道・光熱費など

控訴人らは，水道光熱費を厳しく切り詰め，その結果，入浴や冷暖房な

ど経済的に制約を受ける生活を余儀なくされており，このような状態が，

「健康で文化的な最低限度の生活水準を」大きく下回るものであることは

明らかである。

(エ) 教養娯楽・社会的活動・交際など

控訴人らの親族や友人・知人との付き合いなど他人との交流は，明らか

に不十分な水準にあり，「健康で文化的な最低限度の生活」とは到底いえ

ないものである。
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(オ) 高齢被保護者の健康について

高齢生活保護世帯の高齢者の健康状態は，一般世帯に比較して悪いこと

が指摘されているが，控訴人ら代理人によるアンケート調査によっても，

控訴人らを含めた高齢生活保護世帯の健康状態が悪いことが明らかになっ

た（甲１０５，３頁以下）。

アンケート調査によれば，主観的健康感は著しく低く，うつの尺度を示

す精神的健康度（ＧＤＳ）指標の点数が高く（抑うつ症状があること），

精神的健康度は低いことが示された。

こうした控訴人らの健康状態は，「健康で文化的な最低限度の生活水準

を」大きく下回るものである。

イ 控訴人らの困窮状態と老齢加算廃止による影響

(ア) 控訴人らの困窮は，老齢加算廃止によって深刻化したものであること

は明らかである。

老齢加算１万７９３０円の廃止により，亡くなったＨ事件控訴人Ｐ１

は，食費で約３０００円，友達のとの付き合いを減らして約３０００円，

趣味の友人との旅行や写真を控えて約１万円，明かりや電気製品の使用を

減らし，また風呂に入る回数を減らし，暖房をできるだけ使わないように

して光熱費を節約するなどして約５００円～２０００円を減額して対処し

ていたが，他の控訴人らも同様であって，もともと豊かでない食費をさら

に削り，被服費を極限まで減額し，光熱費をさらに削り，趣味や旅行など

の教養・娯楽をあきらめ，冠婚葬祭の出席を取りやめ，同窓会などの交際

を断念して対処している。

もっとも，控訴人らがどの部分をどの程度減額しているか，逆に何に多

くの支出をしているかについては，控訴人らによって異なっている。何に

価値を見出しているか個々人によって異なるからであり，一律であること

はあり得ない。その選択は，個々人に委ねられており，人間存在の多様性
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が表れている。しかし，どこかに人並みの支出をすれば，他の部分を厳し

く切り詰める必要がある。

控訴人らは，限定された生活費をそれぞれに削れない部分に集中して使

いながら，他のある部分をあきらめて生活している。そのあきらめている

部分は小さなものではなく生活全体にわたる大きなものであるが，それ

は，全ての控訴人らが，そして控訴人らだけではなく多くの高齢被保護者

が，食費を減額せざるを得なくなっている事実に現れている。食費をさら

に削るのは他に切り詰められるものがなくなっているからであり，加算廃

止の影響の深刻さの度合いを示しているのである（甲５２，甲１０６，Ｐ

１５調査報告書）

(イ) 低所得者らの所得低下の影響

被控訴人らが，加算廃止の根拠とした比較②，つまり比較の対象とされ

た低所得者層の生活においても控訴人らと同様の事態が生じている。

低所得者層において，所得が減少し，そのために可処分所得も減少し，

その結果，消費支出が減少していく場合，その影響が全ての支出項目にお

いて等しく現れることはない。つまり支出がすべての支出項目で等分に減

少することはなく，食費や被服費といった費目は支出を削りにくく，他方

で衣服，娯楽や趣味，交際費を大きく削ることで，可処分所得の減少に対

応している（甲３３）。

ぎりぎりの生活をしている低所得者の場合，それでも消費支出を削らな

ければならない場合には，削りやすいものから削っていくしかない。消費

支出の減少を余儀なくされると，嫌であっても，生きていくためには減少

に適応するするしかない。ここで生じている事態は，人間らしい生活の質

を落としながら削りやすいものから削っているのである。

特に人との交流は，人が人間としてあり続けるために不可欠なことであ

るが，そのためにかかる費用を出せずに人との交わり自体を縮小し断念し
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ていくことは，人間らしい生活の質が劣化することに他ならない。

人は他者と交流し，互いに影響しあって初めて人間らしく生きる条件が

確保できるものである。人は他者と交流の中で視野や世界が広まり，また

人間らしい心が生まれ，人間らしい精神生活ができるようになる。それ

は，食生活と同じく，日々，必要なことであって，人との交わりが狭くな

ったり途絶えたりすれば，身体の活力も気力も維持が困難となっていく。

高齢者ほどその必要が高いのである。

極限まで交際費を削っていくことは，人間らしく生きるための条件を削

っていくことに他ならない。その極限では，外出を控え，世界を狭くし

て，閉じこもり状態に追い詰められていくことになる。交際費の極度の圧

縮は「健康で文化的な最低限度の生活」を下回る生活水準を強いるもので

ある。

(ウ) 老齢加算が完全に廃止されて丸４年が経過し，その間控訴人らを含め

て，現に，老齢加算の対象だった高齢者らの生活がなんとか続いてきたと

いう事実自体を，「最低限度の生活」が保持されているとの根拠とすべき

ではない。人は，どのような事態になっても，自ら生を放棄しないで生き

続ける以上，直ちに生活自体ができなくなるわけではない。極端に言え

ば，どんな状況にあっても人は生きるために最大限の工夫，努力をして生

き続けるものであり，同様に，「健康で文化的な最低限度」以下の生活を

余儀なくされても，誇りをもって生き続けるものである。しかし，貧困

は，辛く苦しいものである。その辛さや苦しさを，日々，余儀なくされて

いる状態は，およそ人間的な生活とは言えない。少なくとも現代の民主的

で「豊かな」社会の中に，一方で辛く苦しい貧困が存在することは，容認

されることではないはずである。

控訴人らの困窮は，老齢加算廃止によって深刻化したものであることは

明らかであり，その現在の生活状況は，「健康で文化的な最低限度の生
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活」の水準を下回っているものである。

（被控訴人ら）

(1) 保護基準は法８条２項所定の事項を遵守したものであることを要し，憲

法の定める健康で文化的な最低限度の生活を維持するに足りるものでなけれ

ばならないが，何が健康で文化的な最低限度の生活であるかの認定判断（保

護基準の設定）は，厚生労働大臣の合目的的裁量にゆだねられており，裁量

権の範囲の逸脱又は濫用がない限り，違法とされることはない。厚生労働大

臣が本件各決定に適用される保護基準を改定したことについて何ら裁量権の

範囲の逸脱，濫用も認められないことは，既に述べたところから明らかであ

り，その保護基準に基づき行われた本件各決定も適法なものであって，憲法

２５条に違反しないことはもとより，法１条，３条又は９条に違反するもの

ではない。

(2) 単身高齢世帯の最低生計費についての控訴人らの主張は，以下のとおり

妥当性を欠くものである。

ア 生活実態調査及び持ち物財調査の問題点

Ｐ１４教授らは，Ｐ１７とＰ１８の協力を得て実施した生活実態調査及

び持ち物財調査を基にマーケット・バスケット方式による最低生計費を算

定したとしている。しかしながら，これらの調査の目的は，賃金引き上げ

の要求や最低年金の要求などの，社会保障要求の基礎資料を得ることであ

り（Ｐ１４証人調書１６頁６ないし８行目），その目的を，調査対象者で

あるＰ１７傘下の労働組合の組合員，Ｐ１８会員，Ｐ１９の組合員等の協

力者の会員に伝えた上で実施されているものである（甲１８の２４頁，Ｐ

１４証人調書１７頁６ないし９行目，乙４２の１２５，１２７頁）。Ｐ１

８は，社会保障を充実させる運動に取り組んでいる団体であり（Ｐ１４証

人調書１７頁３ないし５行目），Ｐ１９はそのホームページによれば「最

低保障年金制度」を要求することを目的とする団体である（乙４３）。
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こうした一定の組織目的に沿つて活動する団体の構成員を対象として実

施した調査は,無作為抽出の調査と比べて抽出した客体に偏りがあること

から,京都市又は全国の高齢者を母集団としたときに,その結果をもつて,

高齢者全体を代表しているというには問題があるといわざるを得ない。

イ 計算過程における恣意性

最低生計費は,マーケット・バスケット方式であるため,その計算過程に

恣意的な要素が入りやすい。以下具体的に問題点を挙げる。

(ア) 購入量

購入量について，持ち物財調査の結果から原則として保有率７割以上

のものを算定しているとのことであるが，上記のとおり，持ち物財調査

は一部の集団に対する調査であることから，これをもって京都市又は全

国の高齢者の生活実態を表しているというには客観性に問題がある。

(イ) 価格設定

Ｐ１４教授らは，生活実態調査に基づいて安価な量販店又は大規模店

で購入することを想定して価格を設定したとしている（甲３３の２６

頁，Ｐ１４証人調書２３頁２２ないし２６行目）。しかし，量販店・大

規模店であれば同種商品が１種類ということはなく（Ｐ１４証人調書２

３頁１８行目），大規模店だけに品ぞろいは豊富であると推測され，同

種商品といえども価格には幅があると考えられる。ここで，同種商品の

うち，最低価格を採るか，平均価格を採るかで，最低生計費の結果が異

なってくるのは明らかである。この点，Ｐ１４教授は，「最低でも中間

くらいを採つた」と供述するところ（Ｐ１４証人調書２４頁３行目），

最低生計費を算定する上で，なぜ，中間以上の価格帯を選択するのかに

ついて，何ら合理的な説明をしておらず，この供述からは，大型の量販

店ではあるが最低価格ではなく，中間以上の価格帯から恣意的に価格設

定したことが認められる。したがって，このように算定された最低生計
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費が，最低生活費としてふさわしいかどうかは疑義があるといわざるを

得ない。

(ウ) 耐用年数

耐用年数は，それをどのように設定するかで最低生計費の額が大きく

変わる重要な要素である。この点について，Ｐ１４教授は，伝統的に昔

から旧Ｐ２０が計算に用いているものやＰ２１が計算に用いているもの

を参考とした（Ｐ１４証人調書２４頁４ないし１１行目）とするのみで

あり，第三者が客観性を確認できないものである。そもそも，伝統的に

旧Ｐ２０が計算に用いているものとは，旧Ｐ２０が賃金引き上げ要求や

社会保障の要求のために算定したいわゆる旧Ｐ２０理論生計費にほかな

らない。そして，最高裁判所は，いわゆるＰ２０サラリーマン税金訴訟

の上告審判決において，旧Ｐ２０理論生計費を，「Ｐ２０にとつての望

ましい生活水準ないしは将来の達成目標にほかならず，これをもつて

『健康で文化的な最低限度の生活』を維持するための生計費の基準とす

ることができないことは原判決の判示するところであ」ると判示してい

る（最高裁平成元年２月７日第二小法廷判決・訟務月報３５巻６号１０

２９頁）。そして，旧Ｐ２０と同じ耐用年数を参考にしているＰ１４教

授らのＰ１７最低生計費試算プロジェクトの最低生計費も，最低生活費

ではなく，望ましい生活費の水準であると推認される。

(エ) 交際費及びこづかい

Ｐ１４教授の最低生計費の試算では，交際費の価格設定が高く，ま

た，こづかいが二重計上されている可能性がある。このほかにも，上記

プロジェクトにおいては，望ましい支出，金額を追加するとのＰ１４教

授らの意図から，礼服など，実際の生活実態調査の結果いかんにかかわ

らず算入されているものがある。

ウ 結果としての最低生計費の水準の高さ
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このような計算過程を経て算定された最低生計費は，全国でそれ以下の

消費生活をしている世帯の割合が，６５歳以上の高齢単身世帯で８７．１

パーセント，６５歳以上の夫婦のみ世帯で５２．１パーセント存在すると

いう高い水準のものであった（甲１８の６６ページ）。

国民の圧倒的多数がその水準以下となる試算結果に対して疑問を持たな

かったかどうかとの被控訴人ら指定代理人からの質問に対し，Ｐ１４教授

は，その最低生計費が国民生活の実態から乖離している可能性について疑

問を持たず，むしろ最低生計費以下の国民が「それだけいるということを

社会的にアピールし，公表することというのは，その存在をなくするとい

う強い意思がそこに働いていると思いますので，そういうことは大切なこ

とじゃないでしょうか。」と供述している（Ｐ１４証人調書２６頁１３行

目ないし２７頁１行目）。しかし，最低生活保障水準は，一般国民の生活

水準との比較において相対的に定められるべきところ，このような国民の

圧倒的多数がその水準以下となる最低生計費は，一般国民の生活実態から

遊離している試算といわざるを得ず，到底最低生活保障水準の基礎とはな

り得ないものである。

エ まとめ

Ｐ１４教授は，老齢加算廃止前の生活保護水準も不十分であるとの認識

のもとに（Ｐ１４証人調書１９頁８ないし１３行目），Ｐ１４教授及びＰ

１７最低生計費試算プロジエクトにとって望ましい，あるいは将来の達成

目標としての最低生計費を算定したにすぎない。したがって，一般国民の

生活水準との比較において定める相対的最低生活水準の考え方に立って設

定されるべき最低生活費の基準とは到底なり得ないものであるから，これ

を前提にする控訴人らの主張は失当である。

(3) 控訴人らの生活実態が「健康で文化的な最低限度の生活」を下回ってい

るとの控訴人らの主張は，以下のとおり，理由がない。
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控訴人らは，本人尋問や陳述書において，老齢加算の段階的廃止前に維持

していた生活水準と現在の生活水準とを比較して，専ら，老齢加算の廃止に

よってそれがいかに低下したかについてるる主張する。しかし，控訴人ら

は，老齢加算廃止後の生活保護基準が健康で文化的な最低限度の生活を維持

できない水準であることを主張立証すべきところ，本人尋問によって明らか

になったことは，控訴人らはいずれも，そのような生活実態になく，むし

ろ，老齢加算廃止後も社会生活を損なうことなく一定の生活水準を維持でき

ているということであった。

すなわち，控訴人らは，いかに日常生活において加齢に伴う特別需要があ

るかについて主張するが，生活保護には，生活扶助以外にも，特別需要にき

め細かく対応するため各種扶助があり，また，一時扶助や特別基準が設けら

れているところ，控訴人らが挙げる特別需要は，他の扶助や一時扶助で対応

できるもの（医療費，介護費，おむつ代，眼鏡代，葬儀費用，葬儀へ参列す

るための交通費，医療機関への通院又は往診のための交通費）か，個人の自

由な意思によるもの（香典等）であった。このように，老齢加算廃止後の生

活扶助基準が，最低限度の生活の需要を満たすのに不十分である事実は認め

られない。

したがって，厚生労働大臣に裁量権の逸脱・濫用にあたる違法がなかつた

ことは明らかというべきである。

３ 老齢加算廃止に係る保護基準の改定が社会権規約に違反しているか否か

（控訴人らの主張）

社会権規約は，①社会保障，②相当な生活水準及び生活条件の改善，③文化

的な生活への参加等に係るすべての者の権利を認めており（９条，１１条１

項，１５条１項），その具体的措置を規定した生活保護法の上位規範として位

置付けられるべきであって，生活保護法の解釈は社会権規約の解釈に従ったも

のでなければならない。そして，社会権規約の解釈基準となる，国連社会権規
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約委員会の定めた一般的意見（甲５１の１・２）は，締約国に対し，④高齢者

の権利の尊重から要求される限りにおいて，利用可能な資源を最大限に用い

て，特別の措置をとることを要求し（一般的意見第６・平成７年（１９９５

年）），⑤景気後退及び経済の再調整の時期には，高齢者が特に危機にさらさ

れるとして，社会の弱い構成員を保護する義務を負わせ（一般的意見第３・平

成２年（１９９０年）），⑥意図的に後退的措置がとられる場合には，すべて

の選択肢を最大限に慎重に検討した後に導入し，利用可能な最大限の資源の完

全な利用という文脈において，規約に規定された権利全体との関連でそれが正

当化されることを証明する責任を負わせている（一般的意見第１４・平成１２

年（２０００年））ところ，老齢加算の減額・廃止に係る保護基準の改定は，

以上のような一般的意見に反するものであって，社会権規約の趣旨に反し，法

８条に違反する。

（被控訴人らの主張）

社会権規約９条は，「この規約の締約国は，社会保険その他の社会保障につ

いてのすべての者の権利を認める。」と規定し，同１１条１項前段は，「この

規約の締約国は，自己及びその家族のための相当な食糧，衣類及び住居を内容

とする相当な生活水準についての並びに生活条件の不断の改善についてのすべ

ての者の権利を認める。」と規定し，同１５条１項は，「この規約の締約国

は，すべての者の次の権利を認める。（ａ）文化的な生活に参加する権利，

（ｂ）科学の進歩及びその利用による利益を享受する権利，（ｃ）自己の科学

的，文学的又は芸術的作品より生ずる精神的及び物質的利益が保護されること

を享受する権利」と規定しているが，これらは，締約国において，社会保障に

ついての権利その他各条項所定の権利が，国の社会政策により保護されるに値

するものであることを確認し，上記権利の実現に向けて積極的に社会保障政策

を推進すべき政治的責任を負うことを宣明したものであって，個人に対し即時

に具体的権利を付与すべきことを定めたものではない。このことは，同規約２
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条１項が，締約国において「立法措置その他のすべての適当な方法によりこの

規約において認められる権利の完全な実現を漸進的に達成する」ことを求めて

いることからも明らかである。

そうすると，社会権規約９条，１１条１項前段及び１５条１項は，いずれ

も，個人に対し即時に具体的権利を付与すべきことを定めたものではないので

あって，老齢加算廃止に係る保護基準の改定がこれらの規定に違反するとの控

訴人らの主張は，失当である。

第４ 当裁判所の判断

当裁判所も，本件各決定は，いずれも適法であり，その取消しを求める控訴

人ら（Ｈ事件控訴人Ｐ１を除く。）の請求は，いずれも理由がないので棄却す

べきであり，本件訴訟のうちＨ事件控訴人Ｐ１に関する部分は，同控訴人の死

亡により終了したものと判断する。その理由は，以下のとおりである。

１ 老齢加算導入の経緯及びその後の推移，この間の生活保護制度の動向，老齢

加算廃止に至る経緯は，次のとおり補正するほか，原判決の「事実及び理由」

欄の「第３ 争点に対する判断」の１（原判決１１頁３行目から２１頁１９行

目まで）に記載のとおりであるから，これを引用する。

(1) 原判決２０頁１４行目の「すべきである。」の次に以下のとおり加え

る。

「ただし，高齢者世帯の社会生活に必要な費用に配慮して，生活保護基準の

体系の中で高齢者世帯の最低生活基準が維持されるよう引き続き検討する必

要がある。」

(2) 原判決２０頁１６行目末尾の次に以下のとおり加える。

「なお，「平成１５年中間取りまとめ」は，このほかに，「生活扶助基準第

１類費と第２類費の設定の在り方」として，「標準３人世帯を基準として具

体的な世帯類型別にこれを展開してみると，いくつかの問題点がみられ

る。」と指摘した上で，まず，「第１類費の年齢別格差」として，「マーケ
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ット・バスケット方式時の栄養所要量を基準として設定されている現行の第

１類費の年齢別格差について，直近の年齢別栄養所要量及び一般低所得世帯

の年齢別消費支出額と比較として検証したところ，概ね妥当であるが，年齢

区分の幅についてはもう少し大きく取るべきだとの意見もあるなど，その在

り方については引き続き検討することが必要である。」と指摘し，ついで，

「世帯人員別生活扶助基準」として，「生活扶助基準額は，個人消費部分

（第１類費）と世帯消費部分（第２類費）によって構成されているが，この

両者の割合は一般低所得世帯の消費実態と比べると第１類費が相対的に大き

い。また，このように相対的に大きな第１類費が年齢別に組み合わされるた

めに，多人数世帯ほど基準額が割高になることが指摘されている。」などと

指摘し，さらに，「単身世帯の生活扶助基準」として，「単身世帯の生活扶

助基準における第１類費及び第２類費の構成割合については，現在の３人世

帯を基軸とする基準設定では，必ずしも一般低所得世帯の消費実態を反映し

たものとはなっていない。」，「したがって，一般に単身世帯数が増加して

いる中で，とりわけ被保護者世帯の約７割が単身世帯であること，単身世帯

における第１類費と第２類費については一般世帯の消費実態からみて，これ

らを区分する実質的な意味が乏しいことも踏まえ，単身世帯については，一

般低所得世帯との均衡を踏まえて別途の生活扶助基準を設定することについ

て検討することが望ましい。」と指摘していた（乙１）。」

(3) 原判決２１頁１行目の「加えており，」の次に以下のとおり加える。

「生活保護において保障すべき最低生活の水準は，一般国民の生活水準との

関連においてとらえられるべき相対的なものであり，具体的には，年間収入

階級第Ⅰ－１０分位の世帯の消費水準に着目することが適当であると指摘

し，このような考え方に基づき，」

(4) 原判決２１頁１９行目末尾の次に改行して以下のとおり加える。

「オ 政府の財政面からの生活保護の見直しの動き
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①財政審の平成１５年６月９日の建議は，「歳出見直しの基本的考え

方」として，「持続可能な財政構造の確立のためには，諸制度の根幹に立

ち返り，義務的な経費，裁量的な経費を問わず，聖域なく歳出内容を徹底

して見直すことが不可欠である。」とし，「社会保障」の項目では，「社

会保障関係費は年々増加し，一般歳出の約４割を占めるに至っており，そ

の抑制を図ることは，我が国財政上，最大の構造問題である。このため，

平成１６年度の具体的な予算編成に当たっては，現行の制度，給付水準，

単価などを前提とした社会保障関係の自然増を放置することは許されず，

概算要求段階から制度改革による公的給付の抑制により削減を図ることが

必要である。」とし，「生活保護」の項では，「生活扶助基準・加算の引

き下げ・廃止，各種扶助の在り方の見直し，扶助の実施についての定期的

な見直し・期限の設定など制度・運営の両面にわたり多角的かつ抜本的な

検討が必要である。特に，原則７０歳以上の高齢者に上乗せされる老齢加

算（１万７９３０円 １級地－１）は，福祉年金創設との関係から昭和３

５年に創設されたが，年金制度改革の議論と一体的に考えると，７０歳未

満受給者との公平性，高齢者の消費は加齢に伴い減少する傾向にあること

等からみて，廃止に向けた検討が必要であると考えられる。」としていた

（甲６）。

また，②政府が平成１５年６月２７日に閣議決定した「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針」（いわゆる骨太の方針２００３）は，「第２

部 構造改革への具体的な取組」の中で，「生活保護においても，物価・

賃金動向，社会経済情勢の変化，年金制度改革などとの関係を踏まえ，老

齢加算等の扶助基準など制度・運営の両面にわたる見直しが必要であ

る。」とした上，「第３部 平成１６年度経済財政運営と予算のあり方」

において，「社会保障については，一般歳出の約４割を占め，年々増加す

る社会保障関係費の伸びの抑制が財政上の最大の問題である。このため，
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予算編成過程において，社会保障関係の自然増を放置することなく，『第

２部 ５ 社会保障制度改革』を踏まえ，年金をはじめ医療・介護・その

他の分野の制度改革等や，給付・コストの見直しにより，その抑制を図

る。」とした（甲７）。

さらに，③財務省主計局は，上記②の「骨太方針２００３」が閣議決定

されたのと同日に「予算執行調査資料」をまとめたが，その中には，「老

齢加算，母子加算については，『老齢』『母子』というだけで一律に計上

されており，必要性が乏しい。また，一般世帯との均衡がとれていないた

め廃止すべきである。（関東財務局）」との意見もあった（甲６５）。

そして，④政府は，平成１５年８月１日，平成１６年度予算の概算要求

に当たっての基本的な方針について」（平成１６年度概算要求基準）を閣

議了解し，同年度における医療・年金・介護等の社会保障関係費（いわゆ

る義務的経費）の自然増分が９１００億円と試算されていたところ，これ

を２２００億円削減して６９００億円にまで抑制することとした（甲３

９，６７）。

一方，⑤厚生労働省は，上記④の概算要求基準（閣議了解）を踏まえ

て，平成１５年８月２８日，「平成１６年度厚生労働省予算概算要求の主

要事項」を作成し，同省の当年度予算の概算要求を提出したが，その中で

上記２２００億円の削減目標に関しては，「義務的経費については，概算

要求基準額（６８７１億円）の範囲内に納めるための方策について予算編

成過程において引き続き検討することとしている。」とした（甲７０）。

さらに，⑥財政審は，平成１５年１１月２６日，「平成１６年度予算の

編成等に関する建議」において，生活保護制度について，「制度・運営の

両面にわたる抜本的な改革が必要である。」とし，「被保護者の属性に着

目して一律に適用される加算については，一般世帯との均衡がとれていな

いことから，必要性について検証した上で，見直すことが必要である。特
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に，原則７０歳以上の高齢者に上乗せされる老齢加算（１万７９３０円

１級地－１）は福祉年金創設との関係から昭和３５年に創設されたが，７

０歳未満受給者との公平性，加齢に伴い減少する高齢者の消費実態等から

みて，廃止することが適当である。」とした（甲７１）。

⑦政府は，財政審の上記⑥の建議を受けて，平成１５年１２月５日，

「平成１６年度予算編成の基本方針」を閣議決定し，その中で「生活保護

については，物価・賃金動向，社会経済情勢の変化，年金制度改革等との

関係を踏まえ，老齢加算等の扶助基準など制度・運営の両面にわたる見直

しを行う。」とし，これに基づき，老齢加算の減額を前提とした平成１６

年度予算の財務省案・政府案が作成された（甲８及び弁論の全趣旨）。

⑧厚生労働大臣は，平成１６年度から保護基準を改定し，平成１８年度

までに老齢加算を段階的に廃止した。」

２ 本件における判断の基本的枠組みについて

(1) 憲法２５条１項は，「すべて国民は，健康で文化的な最低限度の生活を

営む権利を有する。」と定め，これを受けて，法３条は，「この法律により

保障される最低限度の生活は，健康で文化的な生活水準を維持することがで

きるものでなければならない。」と，法８条は，「保護は，厚生労働大臣の

定める基準により測定した要保護者の需要を基とし，そのうち，その者の金

銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとす

る。」「前項の基準は，要保護者の年齢別，性別，世帯構成別，所在地域別

その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満

たすに十分であって，且つ，これをこえないものでなければならない。」と

定めている。そして，法８条に基づき厚生労働大臣が定める保護基準が，憲

法２５条１項，法３条にいう「健康で文化的な最低限度の生活」を維持する

に足りるものでなければならないことは明らかである。

そこで，厚生労働大臣による保護基準の設定が憲法２５条１項，法３条に
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違反しないかどうかを判断する場合の判断基準が問題となるが，健康で文化

的な最低限度の生活なるものは，抽象的な相対的概念であり，その具体的内

容は法令で示されていないから，文化の発達，国民経済の進展に伴って向上

するのはもとより，多数の不確定的要素を総合考量してはじめて決定できる

ものというべきである。そして，厚生労働大臣による保護基準が憲法２５条

１項，法３条に違反しないかどうかについては，前掲最高裁昭和４２年５月

２４日大法廷判決(朝日訴訟最高裁判決)が傍論としてではあるが判断基準を

示しており，同判決がされて既に４０年以上が経過し，この間，我が国にお

いては経済・社会情勢の変動があったものの，憲法２５条１項にいう「健康

で文化的な最低限度の生活」の文言の抽象性と各時代の多数の不確定要素を

総合考量して決定できるというその性格に照らせば，同判決の示す解釈は今

日においても妥当するものであって，これに従うのが相当であると考えられ

る。すなわち，何が健康で文化的な最低限度の生活であるかの認定判断（保

護基準の設定）は，一応，厚生労働大臣の合目的的な裁量にゆだねられてお

り，その判断は，現実の生活条件を無視して著しく低い基準を設定する等憲

法及び生活保護法の趣旨・目的に反し，法律によって与えられた裁量権の範

囲を超え又は裁量権を濫用した場合に限り違法として司法審査の対象となる

が，それ以外は当不当の問題として政府の政治責任が問われることはあって

も，直ちに違法の問題を生ずることはなく，また，厚生労働大臣が，保護基

準の設定に当たって，設定当時の国民所得ないしその反映である国の財政状

態，国民の一般的生活水準，都市と農村における生活の格差，低所得者の生

活程度とこの層に属する者の全人口において占める割合，生活保護を受けて

いる者の生活が保護を受けていない多数貧困者の生活より優遇されているの

は不当であるとの一部の国民感情及び予算配分の事情のような生活外要素を

考慮することは，保護基準の設定について厚生労働大臣の有する裁量の範囲

に属することであって，その判断については，法の趣旨・目的を逸脱しない
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かぎり，当不当の問題を生ずるにすぎないのであって，違法の問題を生ずる

ことはないと解するのが相当である。

(2) 厚生労働大臣による保護基準の改定と法５６条の適用の有無について

法５６条は，「被保護者は，正当な理由がなければ，既に決定された保護

を，不利益に変更されることがない。」と規定しているところ，この規定

は，被保護者と保護の実施機関との間における基本的な関係を規定したもの

であって，一旦，保護の実施機関が被保護者に対し一定の保護を決定した場

合には，法の定めるところの事情の変更の場合に該当し，かつ，保護の実施

機関が法の定めるところによって変更の手続をとらない限り，その決定され

た内容のとおり保護の実施を受ける権利が既得権となり，被保護者は，これ

に基づいてその実施を請求する権利を有することを定めたものである。した

がって，同条にいう「既に決定された保護」とは，法２４条１項の規定によ

り保護の決定通知書に記載されたすべての事項，すなわち，保護の種類，程

度及び方法のすべてをいうものであり，同条にいう「正当な理由」とは，決

定された保護の変更が法や保護基準で定める変更や停止又は廃止の要件（法

２５条２項，２６条，２８条４項及び６２条３項参照）に該当することをい

うと解すべきである。

これに対し，法は，厚生労働大臣が保護基準を設定する場合の基準とし

て，法３条，８条２項を規定しており，保護基準の改定について，上記のと

おり既に保護の決定を受けた個々の被保護者の権利を擁護する趣旨で設けら

れた法５６条の適用はないと解するのが相当であり，前示のとおり，保護基

準の改定は，現実の生活条件を無視して著しく低い基準を設定する等憲法及

び生活保護法の趣旨・目的に反し，法律によって与えられた裁量権の範囲を

超え又は裁量権を濫用した場合に限り違法として審査の対象となるに止まる

ものである。

もっとも，前記のとおり，厚生労働大臣の裁量権の行使は，合目的的なも



68

のであることを要するから，厚生労働大臣が，一旦，法３条，８条の定める

基準に従い適法に設定された保護基準について，これを何らの理由もなく被

保護者に不利益に改定することは，憲法及び生活保護法の趣旨・目的に反

し，法律によって与えられた裁量権の範囲を超え又は裁量権を濫用したもの

として許されないというべきである。本件に即して言えば，老齢加算は，昭

和３５年度から平成１８年度まで４５年以上にわたって継続されてきたもの

であり，この間，保護基準において，７０歳以上の高齢の被保護者について

は，基準生活費と老齢加算を併せて，「最低限度の生活の需要を満たすに十

分なものであって，且つ，これをこえないもの」（法８条２項）とされてき

たのであるから，厚生労働大臣が保護基準を改定し，老齢加算を廃止するに

ついては，相応の合理的理由があることを要すると解するのが相当である。

加えて，上記改定後の保護基準が現実の生活条件を無視して著しく低い基準

を設定する等憲法及び生活保護法の趣旨・目的に反し，法律によって与えら

れた裁量権の範囲を逸脱又は濫用したとみられる場合には，本件各決定が違

法との評価を免れないことは，前記説示から明らかである。

控訴人らは，上記と異なる見解に立ち，厚生労働大臣による保護基準の不

利益変更にも法５６条が適用されることを前提として，同条の「正当な理

由」の判断についての厚生労働大臣の裁量権と，法８条２項に基づく厚生労

働大臣の保護基準の設定に関する裁量権は，質的に異なるものであり，保護

基準の不利益変更については，厚生労働大臣の裁量権に対する一般的な制約

とは質的に異なる厳格な基準によって判断されなければならないと主張する

が，採用することはできない。

３ そこで，上記２の基本的枠組みに従って，まず，厚生労働大臣による保護基

準の改定（老齢加算の廃止）について相応の合理的理由があるかについて検討

する。

(1) 老齢加算廃止の根拠と同廃止に相応の合理的な理由があるか否かについ
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て

ア 被控訴人らは，専門委員会の検討資料，すなわち，①６０歳以上６９歳

以下の者と７０歳以上の単身無職者のそれぞれ全体（平均），第Ⅰ－５分

位及び第Ⅰ－１０分位の「生活扶助相当消費支出額」の比較（比較①），

②７０歳以上の単身無職者のうち第Ⅰ－５分位の者の「生活扶助相当消費

支出額」と老齢加算を除いた生活扶助基準額の平均との比較（比較②）と

を踏まえて，７０歳以上の高齢者に老齢加算に相当するだけの特別需要が

ないと認められること，老齢加算制度の合理性を基礎付けていた事情が現

在ではほぼ失われていると解されることを老齢加算の廃止の主要な根拠と

して主張している。

イ 比較①は，国民一般及び低所得者層の各単身高齢者の消費水準につい

て，６０歳以上６９歳以下の者と７０歳以上の者とを比較したものであ

り，比較②は７０歳以上の単身無職者について，低所得者層の消費水準と

老齢加算を除いた生活扶助基準額とを比較したものであって，これらは，

老齢加算の対象となっていた７０歳以上の単身無職者の消費水準が，これ

と隣接する年齢区分の者のそれと比べて低いこと（比較①），老齢加算を

付加しない保護のみによっても，７０歳以上の単身無職者の低所得者層の

一般的な消費支出を充足するに足りるものであること（比較②）を示した

ものということができる。そして，このことは，７０歳以上の高齢者の被

保護者において，老齢加算を付加しなければならない特別の需要がないこ

とを基礎付けるものと評価することができる。前記認定のとおり(原判決

１９頁から２０頁にかけてのｃ)，被保護高齢単身世帯の消費実態につい

てみると，老齢加算が，加算が想定する需要を充たすために消費されず，

少なからず貯蓄等に回っていることが判明しているが，この事実も特別の

需要の喪失を裏付けるものということができる。

なお，前記のとおり（原判決２０頁(イ)），専門委員会も，「平成１５
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年中間取りまとめ」において，「単身無職の一般低所得高齢者世帯の消費

支出額について，７０歳以上の者と６０歳以上６９歳以下の者との間で比

較すると，前者の消費支出額の方が少ないことが認められる。したがっ

て，消費支出額全体でみた場合には，７０歳以上の高齢者について，現行

の老齢加算に相当するだけの特別需要があるとは認められないため，加算

そのものについては廃止の方向で見直すべきである。」とし，比較①を根

拠の一つとして，老齢加算を廃止の方向で見直すべきとしていたものであ

る。

ウ 前記認定によれば，厚生労働大臣が老齢加算廃止の措置をとったことに

ついては，上記イのような老齢加算に相当する特別需要の喪失を基礎付け

る事情の存在のほか，以下のとおり，社会経済情勢の変化，我が国の財政

状態などの背景事情があったものと認められるのであって，その措置に相

応の合理的な理由があるか否かの判断に当たっては，それらの背景事情を

考慮に入れるべきものと考えられる。

(ア) 社会経済情勢の変化

ａ 生活扶助基準の算定方式としては，前記認定のとおり（原判決１５

頁ア），①昭和２３年以降は，最低生活を営むのに必要な飲食物費，

衣類費，家具什器費，光熱水費等の個々の需要を一つ一つ積み上げて

計算するマーケット・バスケット方式が，②昭和３６年以降は，標準

的栄養所要量を満たす飲食物費を計算し，これと同等程度の飲食物費

を支出している世帯のエンゲル係数で割り戻すことによって算定する

エンゲル方式が，③昭和４０年以降は，高度経済成長期の国民の生活

水準の向上に合わせて保護基準の引き上げを図るため，政府経済見通

しにおける民間最終消費支出の伸び率（見通し）に格差縮小分を加味

して改定する格差縮小方式が，④昭和５９年以降は，政府経済見通し

における民間最終消費支出の伸び率に準拠して改定する水準均衡方式
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が，それぞれ採用されて現在に至っている（乙１１の２，乙１３）。

そして，昭和５５年中間的取りまとめ（乙６）にあっては，生活扶助

基準について，昭和４０年度当時と比較して相当の改善が図られたも

のの，一般世帯との格差縮小がなお不十分であるとして，上記③の格

差縮小方式の考え方が妥当性を有するとされていたところ，昭和５８

年意見具申（乙７）にあっては，現在の生活扶助基準は，一般国民の

消費実態との均衡上ほぼ妥当な水準に達している旨評価されており，

上記③から④への算定方式の変更も，こうした評価を受けて行われ

た。

その結果，前記認定のとおり(原判決１６頁イ)，一般勤労者世帯の

消費支出を１００としたときの被保護勤労者世帯の消費支出の割合

（格差）は，昭和４５年度には５４．６パーセント（小数点２桁以下

四捨五入。以下同じ。）であったものが，格差縮小方式が採用されて

いた昭和５８年度には６６．４パーセントとなり，その後，水準均衡

方式が採用されてからはおおむね７割弱で推移しており，平成１３年

度には７１．９パーセント，平成１４年度には７３．０パーセント

と，７０パーセントを超える水準に達していたことが認められる。な

お，前記認定のとおり（原判決２１頁），専門委員会の「平成１５年

中間取りまとめ」では，生活扶助基準の水準についても検討を加えて

おり，平成８年から平成１２年までの間の第Ⅰ－１０分位の勤労者３

人世帯の消費水準に着目して，これと生活扶助基準額とを比較した上

で，①第Ⅰ－１０分位の消費水準よりも生活扶助基準額の方が高いこ

と，②食費，教養娯楽等の減少が顕著な第Ⅰ・第Ⅱ－５０分位の消費

水準よりも生活扶助基準額の方が高いこと，③第Ⅲないし第Ⅴ－５０

分位の消費水準と勤労控除額（収入認定において就労に伴う必要経費

を控除するものであり，控除額は就労収入によって異なる。平成８年
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から平成１２年までの間の平均控除額は２万０５９９円である。）を

除いた生活扶助基準額とは均衡が図られているが，勤労控除額を含め

ると生活扶助基準額の方が高いことなどの評価が加えられているとこ

ろである。

昭和４０年代以降，我が国がめざましい経済成長を遂げ，経済力を

著しく増大させたことは公知の事実であり，このような経済成長，経

済力の増大に伴い保護水準も逐次改善されていき，昭和６０年以降は

一般勤労者世帯の消費支出を１００としたときの被保護勤労者世帯の

消費支出の割合（格差）が７０パーセントを超える水準を維持してき

たものということができる。

ｂ しかし，平成３，４年ころ，いわゆるバブル経済が終焉を迎え，我

が国の経済成長が足踏み状態となった後，比較的長期に経済が低迷す

る状態が続き，それに伴い我が国の財政状態も悪化していったことは

公知の事実である。

そして，前記認定のとおり(原判決１６頁から１７頁にかけての

ウ)，各種の調査結果から以下のことが見てとれる。

① 厚生労働省「毎月勤労統計調査」により，一般勤労者世帯の賃金

（事業所規模３０人以上，調査産業計の現金給与総額）をみると，

平成１０年から前年比マイナスに転じ，平成１６年まで減少が続い

ていることが分かる。

② また，総務省統計局「家計調査」により全国勤労者世帯の家計収

支の推移をみると，実収入，可処分所得及び消費支出のいずれも平

成１０年からマイナスに転じ，平成１５年まで減少が続いているこ

とが分かる。

③ さらに，厚生労働省「国民生活基礎調査」により，昭和６０年以

降の全世帯の一世帯当たり平均所得金額の推移をみると，平成６年
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の６６４万２０００円をピークに減少傾向となり，平成１５年には

５７９万７０００円となったこと，平成１６年には一旦上昇した

が，平成１７年には５６３万８０００円と再び減少に転じた(乙１

８，１９）こと，平成６年と平成１７年の水準を比較すると，その

差は１００万４０００円，１５．１パーセントの減少となっている

こと，これを所得階級別にみると，第Ⅰ－５分位では，平成７年に

１６３万１０００円であったものが，平成１６年には１２３万９０

００円となっており，その差は３９万２０００円，２４．０パーセ

ントの減少となっていること，第Ⅱ－５分位では，平成７年に３６

４万円であったものが，平成１６年には２９１万７０００円となっ

ており，その差は７２万３０００円，１９．９パーセントの減少と

なっていることが分かる。

以上の調査結果から，我が国の経済の低迷に伴い，一般国民の所得

及び消費支出の水準が相当程度低下していることは明らかである。

ｃ なお，前記認定のとおり(原判決１８頁から１９頁にかけてのｂ)，

専門委員会では，昭和５８年の意見具申で生活扶助基準が妥当な水準

とされた以降の社会情勢の変化についても着目しており，第６回の委

員会においては，当該期間中の生活扶助基準改定率，消費者物価指

数，賃金及び基礎年金改定率の推移を比較した資料が提出され，検討

が行われており，これによれば，昭和５９年度を１００とした場合，

平成１４年度においては，生活扶助基準は１３５．５パーセントであ

るのに対し，消費者物価指数（暦年）は１１６．５パーセント，賃金

は１３１．２パーセントであり，生活扶助基準の改定率が上回ってい

ること，特に平成７年度を１００とした場合には，生活扶助基準が１

０４．３パーセントであるのに対し，消費者物価指数は９９．９パー

セント，賃金は９８．７パーセントであり，物価，賃金ともにマイナ
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スとなっていることが判明した。また，専門委員会は，昭和５５年と

平成１２年の消費支出を比較しているが，これによると，一般勤労者

世帯（全国，平均），一般勤労者世帯（全国，第Ｉ－１０分位），被

保護勤労者世帯（全国，平均）ともに消費支出に占める食料費の割合

（エンゲル係数）が低下していることなどが判明した。

(イ) 政府・財務当局及び厚生労働省が平成１６年度予算案の作成過程に

おいて，社会保障費削減の一環として，老齢加算の廃止を検討し，平成

１６年度からこれを段階的に廃止した経過は，前記１(4)に記載のとお

りであり，政府は，平成１６年度の社会保障費の自然増分が９１００億

円に上ぼると試算されていたことから，これから老齢加算の減額分を含

めて２２００億円を削減して自然増分を６９００億円にまで抑制すると

の判断の下に予算編成を行ったものであり，保護基準における老齢加算

の廃止の措置も，その判断を受けて行われた経緯があると認められる。

老齢加算を減額の対象としたことの政治的な当否は別として，予算編成

における上記のような政府の方針を不合理ということはできない。

エ 厚生労働大臣による保護基準の改定（老齢加算の廃止）は，上記イのと

おり，今日においては老齢加算に相当するだけの特別の需要が失われてい

ることを基礎付ける事情があることに加え，上記認定の社会経済情勢の変

化や我が国の財政状態を背景として行われたものであり，そうであれば，

同改定は厚生労働大臣にとって我が国の経済力や財政状態がしからしむる

やむを得ない選択であったというほかなく，同改定には相応の合理的な理

由があるとするのが相当というべきである。

(2) 特別需要の存否及びその検証手法等に関する控訴人らの主張(1)について

控訴人らは，これに対し，特別需要の存否及びその検証手法等を巡り，詳

細な批判を展開している。すなわち，控訴人らは，高齢者における特別需要

の存在が老齢加算が設けられた根拠とされており，老齢加算制度が昭和３５
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年に老齢福祉年金制度の発足を契機として創設され，昭和５１年に至って老

齢福祉年金制度と切り離され，高齢者の特別需要を満たす基準として純化さ

れ，生活保護の特別基準として本来の性格を確立し，これまで生活保護の見

直し等が実施された機会にも，高齢者の特別需要の存在とこれを理由とした

老齢加算の必要性・妥当性が繰り返し確認されてきているところ，老齢加算

廃止の措置に至る検証過程においては，消費支出の総額しか問題とされてお

らず，消費構造の比較検討，特に，昭和５８年意見具申において行われた高

齢者とそれ以外の年齢層との支出科目ごとの比較が行われていないため，従

前の老齢加算制度の合理性を基礎付けていた事情，特別需要の存否について

の検証は全く行われていないに等しいとして，厚生労働大臣らの検証手法等

に関して様々な主張をする。

これらの主張に対する当裁判所の判断は，次のとおり補正し，後記４(3)

ないし(5)において，控訴人らの当審における主張に対する判断を付加する

ほか，原判決の「事実及び理由」欄の「第３ 争点に対する判断」の３(2)

のアないしカ，ク及びケ（原判決３０頁２２行目から４２頁１２行目まで，

４４頁１４行目から４７頁２３行目まで）に記載のとおりであるから，これ

を引用する。

ア 原判決３７頁２４行目末尾の次に改行して以下のとおり加える。

「(ウ) 控訴人らは，「６０歳～６９歳の者」には，老齢加算制度本来の趣

旨からすれば，支給対象となるべき，あるいは，支給対象として検討さ

れるべき者が含まれているところ，「６０歳～６９歳の者」と「７０歳

以上の者」との比較は「同じ特性を持った方同士」の比較ということが

できるのであり，このような両者を比較して高齢者の特別需要の有無・

程度と老齢加算の要否を検討する手法には合理性がないとも主張してい

る。

しかし，保護基準においては，「６０歳～６９歳の者」については，



76

老齢加算が加算されないものとして生活扶助基準が定められており，本

件においてその生活扶助基準の定めが現実の生活条件を無視して著しく

低い基準を設定する等憲法及び法の趣旨・目的に反する事情はうかがわ

れないから，その生活扶助基準は当該年齢層の者の特有の生活の需要を

含めて最低限度の生活の需要を満たしているものと判断するのが相当で

ある。そうであれば，高齢単身世帯の消費支出について，単身無職の７

０歳以上の者と６０～６９歳の者との間でその多寡を比較し，７０歳以

上の者について，老齢加算に相当する特別需要が存在しないと判断する

ことを不合理ということはできないのであって，控訴人らの上記主張は

採用することができない。」

イ 原判決４６頁１０行目冒頭から１４行目末尾までを以下のとおり改め，

４７頁２０行目の「減額・廃止を行ったとしても，」の次に「直ちに，」

を加える。

「以上のとおり，控訴人らの各主張のいずれの点を取り上げて検討してみ

ても，本件各決定の前提となる保護基準の改定が相応の合理性を欠き，厚

生労働大臣の裁量権の範囲を逸脱し，又は濫用したとまで認めることはで

きないといわざるを得ない。」

(3) 特別需要の存否及びその検証手法等に関する控訴人らの主張（当審にお

ける主張）(2)について

ア 比較①及び②は老齢加算廃止の根拠とはなり得ないとの主張について

(ア) 控訴人らは，「平成１５年中間取りまとめ」は，これまで老齢加算

によって対応してきた高齢者の特別需要の存在を当然の前提とするもの

であり，「平成１５年中間取りまとめ」が老齢加算に関して指摘してい

るのは，「消費支出全体でみた場合には」，特別需要があるとは認めら

れないということにすぎず，また，「現行の老齢加算に相当するだけ

の」特別需要があるとは認められないとしているにすぎず，「平成１５
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年中間取りまとめ」は，老齢加算そのものについて廃止の方向で見直す

べきとしているにすぎないのであり，これまで加算の形で支給されてき

たものをすべて削減すべきであるとか，削減してもよいとはしていない

から，比較①は，老齢加算廃止の根拠となるものではないと主張する。

しかし，比較①は，仮に高齢者に特別需要があるとしても，他の年齢

層に比較して，支出項目が少ない需要もあり，その支出額の減少分が特

別需要に対する支出額を上回ることから，老齢加算の対象となっていた

７０歳以上の単身無職者の消費水準が，これと隣接する年齢区分である

６０歳以上６９歳以下のそれと比べて低いことを示すものであって，老

齢加算廃止の根拠となりうることは明らかである。

(イ) また，控訴人らは， ①比較②は，専門委員会の資料とはされた

が，「平成１５年中間取りまとめ」では全く言及されていないこと，②

専門委員会は，単身７０歳以上の生活扶助基準額（老齢加算を除いたも

の）が第Ⅰ－５分位の「生活扶助相当消費支出額」を上回っているから

といって，これが老齢加算廃止の根拠となり得ると考えてはいなかった

ものであることを主張する。

しかし，前記１(3)に認定のとおり，「平成１５年中間取りまとめ」

は，「生活保護において保障すべき最低生活の水準は，一般国民の生活

水準との関連においてとらえられるべき相対的なものであり，具体的に

は，年間収入階級第Ⅰ－１０分位の世帯の消費水準に着目することが適

当である。」としているのであって，これは，専門委員会が，比較②を

「平成１５年中間取りまとめ」の前提としていたことを示すものと解さ

れるから，上記①の主張は採用することはできない。

上記②の主張については，後記(4)のとおり，専門委員会はあくまで

も厚生労働大臣の諮問機関と位置付けられるものであり，保護基準の改

定に当たり，厚生労働大臣は，その考え方に拘束されるものではないか
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ら，採用の限りでない。

イ 比較①及び比較②が不合理・不当なものであるとの主張について

(ア) 比較①が，７０歳以上の単身無職者の消費水準が，これと隣接する

年齢区分の者（６０歳以上６９歳以下）のそれと比べて低いと評価する

ことの問題点に関する主張について

ａ 控訴人らは，比較①の統計上の誤謬として，①消費支出額が支出の

原資となる所得（収入・貯蓄）の金額に制約されることを看過してい

ること，②ある年齢層の消費支出額（所得額）の分布と他の年齢層の

これが等しいか，同視し得ない限り，年齢層間の消費支出額が異なる

原因が，年齢の相違にあるということができないことを看過している

こと，③平成１１年という単年度の調査によって得られた全世帯平

均，第Ⅰ－５分位及び第Ⅰ－１０分位において，６０歳から６９歳ま

での者より７０歳以上の者の「生活扶助相当消費支出額」が低い状況

となっているとの一統計事実（比較①）を不変のものとしていること

を挙げる。

ｂ しかし，原判決の説示するとおり（原判決３３頁(イ)），消費支出

が需要のすべてを反映するものではないとしても，需要との間に一定

の相関関係があることは十分に推認できるところであり，また，そも

そも消費支出，更には収入によって条件付けられず，その制約を受け

ない客観的な需要なるものが存在するものといえるか，それをどのよ

うな方法で測定・検証するのかについて疑問が残り，また，その測定

が可能であるとしても，「健康で文化的な最低限度の生活水準」に沿

うべきものである保護基準を定めるに当たり，これを参照して，直接

反映させなければならないとする根拠も見当たらないから，上記①の

主張は採用することができない。

ｃ 上記②の主張は，母集団の所得分布が支出額に影響することを問題
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とするものであり，結局，支出額が所得の金額に制約されることをい

うものと解されるから，上記①と同様，採用することはできない。

ｄ 上記③の主張については，比較①を不変のものとすることができな

いのは，そのとおりと考えられ，また，平成１１年と平成１６年の全

国消費実態調査（別紙１）によれば，６５歳以上６９歳以下と７０歳

以上７４歳以下を比較すると，男性については，「無職世帯」と「全

世帯」のいずれにおいても，７０歳以上７４歳以下が６５歳以上６９

歳以下よりも消費支出額が増加していること，女性については，おお

むね消費支出額が減少する傾向にあるものの，例外的に平成１６年の

「全世帯」の女性（⑫表）のように増加していることもあること，男

女平均では，消費支出がおおむね増加しているが，平成１６年の「無

職世帯」の男女平均（②表）のように例外的に減少することもあるこ

とが認められる。

しかし，上記各調査（別紙１）によれば，７５歳以上の消費支出額

は，男性・女性とも，それ以下の年齢層のいずれよりも少ない傾向が

認められるのであり（例外は，平成１６年の「全世帯」の男性（⑩

表）のみである。），また，女性については消費支出が加齢とともに

顕著に減少していく傾向が明らかに認められるのであり，これらの事

実によれば，７０歳以上の高齢者について，消費支出額がそれ以下の

年齢層よりも一般的に増加するという特別需要の存在を裏付ける一般

的な傾向は認めることができない。

また，前記のように，男性高齢者においては，７０歳以上７４歳以

下の消費支出が６５歳以上６９歳以下よりも増加する傾向を示してい

るが，男女の平均寿命の差等から，７０歳以上の高齢者のなかで，７

０歳以上７４歳以下の男性が占める割合は比較的小さいはずであるか

ら，これをもって，７０歳以上の高齢者について，消費支出額がそれ
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以下の年齢層よりも一般的に増加するという特別需要が存在するとみ

るのは相当でない。

なお，控訴人らの主張するように，世代ごとに消費支出額の傾向が

異なることは当然予想されるが，少なくとも平成１６年予算編成時

（平成１５年時点）においては，戦中・戦後の厳しい経済状態を直接

体験している７０歳以上の高齢者（平成１５年を基準とすると，おお

むね昭和８年以前に出生した者がこれに相当する。）の消費支出額

が，このような体験が比較的少ないそれ以下の年齢層を下回る傾向が

あることが予想されるところであり，上記各調査は，これを裏付ける

ものと解することができる。

ｅ したがって，控訴人らの上記①ないし③の主張は採用することはで

きない。

(イ) 比較①が統計上の消費支出額と異なる「生活扶助相当消費支出額」

を設定して消費水準を比較していることについて

控訴人らは，比較①が比較のものさしとした「生活扶助相当消費支出

額」は，厚生労働省の特別集計により算出された不合理・不当なもので

あるから，比較①は，老齢加算の廃止を正当化する根拠にはなり得ない

旨るる主張するが，その主張は，要するに，①特別集計では，「生活扶

助相当消費支出額」を算定する際，一定の消費細目の金額を除外してい

るが，どのような支出をどのような根拠で除外したのか，被控訴人らは

主張・立証していない，②全国消費実態調査の集計世帯と，特別集計の

基礎とした集計世帯が範囲（数）が異なっているとすれば，集計結果の

数値は当然異なるから，特別集計の信頼性はないというものと解され

る。

しかし，上記①の主張については，原判決の説示するとおり（原判決

３８頁から３９頁にかけての(イ)），専門委員会の検討資料の作成過程
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に特段不合理なところはなく，信憑性に疑義を生じさせるような事情も

見当たらず，「生活扶助相当消費支出額」を算定するに当たり控除した

支出の項目についても，生活扶助の対象となるべき消費支出額を算定す

る方法としては合理的なものであり，恣意が介在するなど不適切な処理

をうかがわせる事情もないから，採用することはできない。

これに対し，控訴人らは，特別集計では「生活扶助相当消費支出額」

を算定する際，どのような支出がどのような根拠で除外されたのか，被

控訴人らが主張・立証すべきであると主張するが，「生活扶助相当消費

支出額」を算定する際，どのような支出をどのような根拠で除外するか

は，厚生労働大臣の合目的的裁量に委ねられた事項というべきであり

（控訴人らの主張する「家事使用人給料」や「自動車関係費」を控除す

べきか否かは，まさにこれに当たるというべきであろう。），その点に

裁量権の範囲の逸脱又は濫用があるとする事情は認められない。

また，上記②の主張についても，統計学上，母集団の属性を判断する

に相当な数のサンプル（標本）が確保されていれば，統計の信頼性は確

保されるから，全国消費実態調査の集計世帯と，特別集計の集計世帯の

範囲（数）が仮に異なっているとしても，特別集計の信頼性が直ちに否

定されるものではない。なお，控訴人らの主張するとおり，「食料」に

ついては，加重平均の消費支出額よりも「生活扶助相当消費支出額」の

方が少ない結果が生じているが，証拠（乙２２の１，乙２３の３）及び

弁論の全趣旨によれば，全国消費実態調査の調査においては，一部の食

品以外の項目については，調査対象となった世帯が，支出項目ごとに支

出金額を明示して調査票に記載するのではなく，支出額を手書きで逐一

家計簿に記載していく方式でされているため，全国消費実態調査では総

務省が，特別集計では厚生労働省がそれぞれ家計簿に記載された支出を

項目ごとに分類集計する必要があることが認められるのであって，「食
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料」の概念が両者で食い違っている可能性もある（例えば，分類方法に

よっては，旅行中の食事代は，「食料」にも，「その他の消費支出」等

にも計上されうる。）から，上記の結果は，特別集計の信頼性を直ちに

否定するものとは解されない。

(ウ) 比較②が「生活扶助相当消費支出額」を低所得世帯の消費水準と比

較したことの不合理性について

控訴人らは，比較②を根拠とした老齢加算の廃止は，第Ⅰ－５分位，

第Ⅰ－１０分位という低所得層の生活実態の検証を行わないまま，その

生活に合わせて，保護基準を引き下げるというものであり，劣等処遇に

ほかならず，憲法２５条及び生活保護法の趣旨・目的に反すると主張す

る。

しかし，厚生労働大臣が保護基準を設定するに当たり，「低所得者の

生活程度とこの層に属する者の全人口における占める割合，生活保護を

受けている者の生活が保護を受けていない多数貧困者の生活より優遇さ

れているのは不当であるとの一部の国民感情」といった生活外要素を考

慮することができることは，既に説示したとおりであり，生活保護制度

が無拠出制の公的扶助である以上，生活保護において保障すべき最低生

活の水準を設定するについて，第Ⅰ－５分位ないし第Ⅰ－１０分位とい

った低所得世帯の消費水準に着目することが不当ということはできない

（前記１(3)に認定のとおり，「平成１５年中間取りまとめ」も，「生

活保護において保障すべき最低生活の水準は，一般国民の生活水準との

関連においてとらえられるべき相対的なものであり，具体的には，年間

収入階級第Ⅰ－１０分位の世帯の消費水準に着目することが適当であ

る。」としているところである。）。

(エ) 以上のとおり，比較①及び比較②が不合理・不当なものであるとい

うことはできず，控訴人らの主張は採用することができない。



83

ウ 基準生活費と（老齢）加算では，その減額・廃止についての違法性の判

断基準が異なるとする原判決の「二重の基準論」が誤りであるとの主張に

ついて

控訴人らは，原判決が「生活扶助基準のうち，本体ともいうべき基準生

活費の減額が問題とされるのであれば，法の要求する生活水準を満たすか

どうかという観点から，被保護者の生活実態に係る調査を行うことが極め

て強く要請されるとも考えられるが，本件においては，基準生活費に付加

して給付される老齢加算が問題とされているのであって，以上にみてきた

ような，その導入の経緯及びその後の推移に照らすならば，比較①及び②

を主要な根拠として老齢加算の減額・廃止を行ったとしても，現実の生活

条件を無視して著しく低い基準を設定するなど，憲法及び生活保護法の趣

旨・目的に反するとまではいえず，厚生労働大臣において，その裁量権の

範囲の逸脱又は濫用になるということはできない。」と説示していること

（原判決４７頁）を「二重の基準論」として批判しているものと解され

る。

しかし，原判決の上記説示は，基準生活費と加算では，その減額・廃止

についての違法性の判断基準が一般的に異なるとしたものではなく，「老

齢加算の導入の経緯及びその後の推移」に照らして，老齢加算の減額・廃

止については，「法の要求する生活水準を満たすかどうかという観点か

ら」の「被保護者の生活実態に係る調査」までは要請されないとしたもの

と解されるのであり，控訴人らの上記主張は原判決を正解しないものであ

る。

当裁判所において，更に検討するに，原判決の認定（原判決１１頁から

１５頁にかけての(1)及び３０頁から３３頁にかけての(2)ア）及び証拠

(乙６，７)によれば，以下の事実が認められる。

① 老齢加算は，昭和３４年度に７０歳以上の国民年金被保険者に対する
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未拠出制の老齢福祉年金が設けられたことに伴い，生活保護の給付を受

けている者に対しても同様の年金給付を行った上でこれを収入として認

定するなどの調整を行うことに代え，昭和３５年度から，老齢福祉年金

と同額（月額１０００円）を生活保護の加算として給付するものとして

設けられたものであり，その後，老齢福祉年金については，制度創設

後，年を追って増額が実施されていき，老齢加算も，当初，老齢福祉年

金と同額に設定されていたため，これに合わせて逐次増額が図られてい

ったものであること（すなわち，老齢加算は，高齢者に特別需要がある

ことを直接の理由として創設されたものではなく，その金額も，この特

別需要を満たすよう算定された訳ではなかったこと），

② 昭和５０年１０月以降老齢福祉年金が７５００円から１万２０００円

に増額されることを踏まえ，老齢福祉年金と老齢加算額を同額とするこ

との妥当性が検討され，老齢加算について生活保護制度本来の立場に立

って適切かつ合理的な算定を行い，その際，第１類費との間にある程度

の均衡が保たれていることが望ましいことが提言され，厚生省は，昭和

５１年から，老齢加算を老齢福祉年金と同額とする方式をやめ，６５歳

以上の第１類基準額の男女平均の２分の１の額とするものとし，昭和５

１年１月以降は８０００円，同年４月以降は８５００円への増額にとど

めたこと，

③ 「昭和５５年中間取りまとめ」では，老齢加算について，老齢者はそ

のそしゃく力が弱いため，他の年齢層に比し消化吸収がよく良質な食品

を必要とするとともに，肉体的条件から暖房費，被服費，保険衛生費等

に特別な配慮を必要とし，また，近隣，知人，親戚等への訪問や墓参等

の社会的費用が他の年齢層に比し余分に必要となるという特別な需要が

存在することに対応して設定されたものであり，その必要性は客観的に

認められるとした上，現行の加算額は金額的にも特別需要にほぼ見合う
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ものと考えられる旨の評価がされているが，その検証は，当時利用可能

な資料を用いて特別需要額を推計したというにとどまるものであり，他

の年齢層の消費実態との比較が行われた形跡はないこと，

④ 昭和５８年意見具申においても，「昭和５５年中間取りまとめ」と同

様の特別需要が認められるとした上，その額はおおむね現行の加算額で

充たされていると結論付けていること，もっとも，同意見具申では，そ

の検証のため，昭和５４年全国消費実態調査結果を基に，５１歳以上５

９歳以下の単身女性の消費支出と７０歳以上７４歳以下及び７５歳以上

の各単身女性の消費支出を比較しているのであるが，各支出科目の比較

に当たっては，高齢者の各支出科目の実際の額ではなく，５０歳代の消

費支出（総額）を高齢者の各支出科目の構成比に基づいて案分して割り

振って得られた額を，高齢者の支出科目の金額とみなし，これを５０歳

代の各支出科目の実際の額と比較しているものであり，また，上記比較

は，高齢者の方が高くなっている各支出科目のみについて差額を合計し

ており，高齢者の方が低くなっている各支出科目については積算の対象

から除外されていて通算されておらず，さらに，上記高齢者の実際の各

消費支出（総額）は，５０歳代のそれをいずれも下回っていることか

ら，上記比較においては，いずれも高齢者の各支出科目の実際の額を上

回った数値を用いていたことになるものであったこと，同様に，一般夫

婦世帯(年間収入１４０万円未満）と老夫婦世帯(世帯主７０歳，年間収

入１８０万円未満)及び一般夫婦世帯(年間収入１８０万円未満）と老夫

婦世帯(世帯主７１歳以上７５歳以下，年間収入１８０万円未満）の各

消費支出についての各比較も行われているが，ここでも，上記単身女性

の場合と同様の方法で各支出科目の比較を行ったものであり，一般夫婦

世帯(年間収入１４０万円未満）と老夫婦世帯(世帯主７０歳，年間収入

１８０万円未満)との間でも，後者の実際の消費支出（総額）は前者の
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それを下回っている一方で，一般夫婦世帯(年間収入１８０万円未満）

と老夫婦世帯(世帯主７１歳以上７５歳以下，年間収入１８０万円未

満）との間においては，後者の実際の消費支出（総額）は前者のそれを

上回るものとなっており，両者の比較においては，逆に老夫婦世帯の各

支出科目の実際の額を下回った数値を用いる結果となっているものであ

ったことが認められる。

以上のとおり，老齢加算は，長年にわたって継続されてきたものではあ

るが，老齢福祉年金の創設に伴う政治的・技術的な理由から創設されたも

のであることは明らかであり，また，その後における老齢加算の増額の仕

方や「昭和５５年中間取りまとめ」及び昭和５８年意見具申時の特別需要

の存在についての検証方法をみても，一般国民の生活水準との比較におい

て相対的に定められるべき最低生活保障水準の一部を構成する老齢加算に

ついて，これを基礎付ける特別需要の存在が科学的・客観的に裏付けられ

ていたわけではなく，どちらかといえば，我が国における経済成長を背景

に，老齢加算の制度を是としつつこれを維持することを前提とし，明確な

裏付けのないまま老人福祉の維持・向上という見地からその存続が図られ

てきたにすぎないと評価するのが相当であって，その廃止の当否をめぐっ

て，原判決のように基準生活費と異なる扱いをするのが不当であるとはい

えない。

これに対し，控訴人らは，①老齢加算は，生活保護本来の立場から創設

されたものであり，老齢加算創設の必要性については，老齢福祉年金制度

が創設される以前から議論されていたこと，②老齢加算の創設を担当して

いた厚生省の担当者も，養老施設関係者から聞き取りを行い，加齢に伴う

心身の状況の変化に対応するために必要な需要（高齢者の特別需要）には

どのようなものがあるかについて調査し，その聞き取りを基に特別需要を

積算したところ，その金額は，老齢福祉年金と同じ月額１０００円となっ
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たこと，③昭和５８年意見具申は，加算を除いた基準生活費のみによって

特別需要も含めた高齢者の生活の需要を賄うことができる程度にまで基準

生活費が改善されたという認識とはほど遠いものであり，したがって，老

齢加算を除いた基準生活費のみによって特別需要も含めた高齢者の生活の

需要を賄うことができるかについての検証を行うまでもないというのが当

時の判断であったということができるのであり，かつ，その判断に不合理

な点はないこと，④政府は，平成元年当時においても，７０歳以上の第１

類費相当の消費支出額は６９歳以下のそれと比較して低いとの認識を持っ

ていたのであり，７０歳以上の「生活扶助相当消費支出額」が６０歳代の

それと比較して低いこと（比較①）を根拠とする老齢加算の廃止は，政府

のこれまでの対応と矛盾すると主張する。

しかし，上記①の主張については，証拠（甲５４ないし５７，当審証人

Ｐ２２）によれば，老齢加算創設の必要性について，老齢福祉年金制度が

創設される以前から厚生省の関係者において議論されていたことは認めら

れるが，老齢加算が高齢者に特別需要があることを直接の理由として創設

されたものではないことは前記のとおりであり，また，上記の議論は，い

わばア・プリオリ（先験的）に高齢者には，特別需要があるから，これに

対応する加算等をすべきであるなどとするものであり，７０歳以上の高齢

者に他の年齢層と比較して逆に支出額が少ない需要項目があるかや，仮に

このような項目があるとした場合，特別需要に対する支出額が，支出額が

少ない需要項目に対する支出額を上回るか，その金額はどの程度かについ

て科学的・客観的な検討がされた形跡はないから，上記判断を左右するも

のではない。

また，上記②の主張についても，老齢加算導入時に老齢福祉年金の金額

（月額１０００円）と，厚生省の担当者が高齢者の特別需要を積算した金

額が，ほぼ同額となったというのは，いかにも不自然であり，この積算が
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厳密にされたかは疑問であるから，前記判断を左右するものではない。な

お，Ｐ２２の陳述書（甲５４・４頁）によれば，厚生省の担当者であった

Ｐ１３も，老齢加算の金額について，「実際に積み上げたが，一方で老齢

福祉年金は月１０００円に決まった。すると，これは政策的な配慮で，１

０００円に合わせなければならない。細かい数字は覚えていないが，実際

に積み上げて１０００円近くになった。老齢福祉年金が１０００円だった

から加算も１０００円にした。しかし，それなりに理屈は合っていた。金

額も一応合理的なものだった。」と述べ，上記積算が多分に政策的な配慮

に基づいてされたことを示唆している。

上記③の主張については，原判決が説示するとおり（原判決３１頁から

３３頁にかけての(イ)），昭和５８年意見具申時の検証手法は，高齢者の

実際の需要を多めに見込んだ可能性を否定できないのみならず，高齢者の

需要を測定する方法としては，必ずしも首尾一貫したものとはいい難いの

であって，もともと老齢加算の制度維持，高齢者に対する当時の給付金額

の正当化を目的として採用された疑いを払拭できないものといわざるを得

ないから，採用することはできない。

上記④の主張についても，仮に，政府が平成元年当時においても，７０

歳以上の第１類費相当の消費支出額は６９歳以下のそれと比較して低いと

の認識を持っており，７０歳以上の「生活扶助相当消費支出額」が６０歳

代のそれと比較して低いこと（比較①）を根拠とする老齢加算の廃止が政

府のこれまでの対応と矛盾するとしても，これは，政府のこれまでの対応

に問題があることを意味するにとどまり，問題がある以上，これを是正す

るのは，当然の措置というべきであるから，採用することはできない。

(4) 「平成１５年中間取りまとめ」に基づいて老齢加算を廃止したことが違

法であるとの主張について

控訴人らは，①「平成１５年中間取りまとめ」は，あくまで「中間」の報



89

告書にすぎないこと，②「平成１５年中間取りまとめ」は，単身高齢者の生

活扶助基準を別途設定する必要性や，保護基準体系の中で高齢者世帯の最低

生活基準が維持されるよう引き続き検討する必要性，さらに激変緩和措置に

ついて指摘しているのに，厚生労働大臣は，これらの点について検討するこ

となく，わずか３年間で老齢加算を廃止しているから，この廃止は，「平成

１５年中間取りまとめ」の内容に反すること，③厚生労働大臣が専門委員会

の審議結果である「平成１５年中間取りまとめ」と矛盾，齟齬する措置を採

る場合には，相応の合理的な根拠・理由が必要であるというべきであるとこ

ろ，厚生労働大臣がそのような根拠・理由なくした老齢加算の廃止は，その

裁量権の範囲を逸脱又は濫用したものであると主張する。

しかし，原判決が説示するとおり（原判決４５頁から４６頁にかけてのク

(イ)及び(ウ)），その趣旨・解釈はともかくとしても，老齢加算を廃止の方

向で検討すべきことについては専門委員会において合意が得られたというこ

とができ，また，「平成１５年中間取りまとめ」において，代替措置の検討

・実施が老齢加算廃止の明示的な条件とされているとまではいえず，代替措

置を実施することなく老齢加算を廃止した措置が，「平成１５年中間取りま

とめ」に反することにはならないというべきであるから，控訴人らの上記

①，②の主張はいずれも採用することができない。

すなわち，前記１(2)に認定のとおり，「平成１５年中間取りまとめ」

は，「したがって，一般に単身世帯数が増加している中で，とりわけ被保護

者世帯の約７割が単身世帯であること，単身世帯における第１類費と第２類

費については一般世帯の消費実態からみて，これらを区分する実質的な意味

が乏しいことも踏まえ，単身世帯については，一般低所得世帯との均衡を踏

まえて別途の生活扶助基準を設定することについて検討することが望まし

い。」として，単身世帯について，一般低所得世帯との均衡を踏まえて別途

の生活扶助基準を設定することについて検討する必要性を指摘したが，上記



90

のとおり「望ましい」と表現するにとどまっており，これが老齢加算廃止の

明示的な条件とされていたとまではいえないものである。また，３年間での

段階的な老齢加算の廃止が激変緩和に当たらないということもできない。

さらに，厚生労働省設置法（平成１１年法律第９７号）７条１項１号は，

社会保障審議会のつかさどる事務として，厚生労働大臣の諮問に応じて社会

保障に関する重要事項の調査審議等を規定し，社会保障審議会令（平成１２

年政令第２８２号）６条１項は，審議会及び分科会は，その定めるところに

より，部会を置くことができると規定しているところ，弁論の全趣旨によれ

ば，これらの規定に基づき，社会保障審議会に福祉部会が置かれ，同部会に

よって，専門委員会が設置されたことが認められる。このような専門委員会

の組織上の位置付けに照らして，同委員会が厚生労働大臣の諮問機関である

ことは明らかであるから，同委員会による「平成１５年中間取りまとめ」

は，厚生労働大臣の保護基準の設定・改定について法的拘束力を有するもの

ではなく，控訴人らの上記③の主張も採用することができない。

(5) 老齢加算廃止がもっぱら財政的な動機によるもので憲法２５条等に違反

するとの主張について

控訴人らは，老齢加算の廃止は，平成１５年当時の政府（小泉純一郎内

閣）による予算削減目標の達成という，もっぱら財政的な動機によるもので

あり，このような国の財政上の必要を絶対的に優先させ，対象国民の生活や

人権への配慮を欠くか，劣後に置くような生活保護の行政措置が憲法２５条

の趣意に適合せず，法３条や８条等に違反することは明らかであると主張す

る。

しかし，前記認定のとおり（原判決１７頁），生活保護制度については，

「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する法律」（平成

１２年法律第１１１号）の法案審議時の付帯決議（衆議院及び参議院），平

成１５年の社会保障審議会意見及び財政審建議において，社会福祉基礎構造
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改革を踏まえた今後の社会福祉の状況変化や規制緩和，地方分権の進展，介

護保険の施行状況等を踏まえつつ，生活保護制度についても見直しの必要が

指摘されるなど，生活保護法が制定されてから５０年以上が経過し，この間

の社会経済情勢の変化に照らし，制度の在り方や保護基準の水準の妥当性に

ついて検討してこれを見直す必要があることが課題となっていたところ，厚

生労働省では，平成１５年８月，これらの課題について議論するため，厚生

労働大臣の諮問に応じて社会保障に関する重要事項の調査審議を行う社会保

障審議会の福祉部会内に，専門委員会を設置した経緯が認められる。そし

て，専門委員会は，上記の課題を審議するため開催されたものであり，老齢

加算廃止の正当化の根拠を作出することを目的としていたものでないことは

明らかである。また，専門委員会の設置以前に，財政審の建議や閣議決定事

項において，老齢加算の廃止に向けた検討や見直しを行うべきことが明示さ

れていたとしても，社会保障審議会や専門委員会は，独立した立場で調査審

議を行うべきことが予定されているし，先行する他機関の決定にしても，検

討・見直しを促す内容にとどまり，その結論を先取りして専門委員会の審議

判断を拘束するような性質のものであるとは認め難いのであって，専門委員

会はその独立した地位に基づき適性な審議を行って，老齢加算の見直しを含

む生活保護制度の改正について結論を出すに至ったものと推認することがで

きる。

したがって，老齢加算廃止がもっぱら財政的な動機により行われたとする

控訴人らの主張は，その前提を欠くものである。

また，保護基準の設定に当たり，国の財政状態をも考慮しつつ適切な水準

について政策判断を行うことは，厚生労働大臣の合目的的な裁量に委ねられ

ていると解すべきことは既に説示したとおりであり，本件の老齢加算の廃止

に当たっても，厚生労働大臣は，老齢加算に相当する特別需要の消滅に加

え，社会経済情勢の変化やわが国の財政状態を踏まえてこれを判断している
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のであって，そのような判断が憲法２５条の趣旨に反し，法３条，８条に違

反するなどということは到底できない。

４ 次に，老齢加算廃止後の保護基準が現実の生活条件を無視して著しく低い基

準を設定する等憲法２５条及び生活保護法の趣旨・目的に反するか否かについ

て検討する。

(1) Ｐ１４教授の調査研究結果について

Ｐ１４教授を中心とするグループは，平成１７年，京都において，高齢者

を含め，若年単身者，中年夫婦ないし未婚子等，多くの世帯類型について，

「持ち物財調査」，「生活実態調査」，「価格調査」を行い，マーケット・

バスケット方式による最低生計費を算定したところ，単身高齢者の税込月額

最低生計費の算定額は，１箇月当たり１８万５０６１円であり，そこから，

税・社会保険料，ＮＨＫ受信料の各項目を控除し，生活扶助相当支出額を算

出すると，予備費を含めて１１万８１１２円（住居費別），予備費を含めな

い場合でも１０万３１１２円（住居費別）となること，各種統計の消費者物

価指数，消費支出の比較からみて，東京都の数値がこれ（京都の数値）を下

回るものとは考えられないところ，東京都各区等（１級地－１）における老

齢加算相当額を加えた生活扶助基準ですら９万３７００円（平成１９年度。

なお，平成１５年度は９万３８５０円）と上記最低生計費を下回る水準とな

っており，老齢加算相当額を除いた生活扶助基準はこれらを更に下回る水準

となっていること（甲１８，２２，３３）から，控訴人らは，老齢加算を廃

止した後の生活扶助基準は「健康で文化的な最低限度の生活」の水準を満た

すものではないと主張している。

しかし，Ｐ１４教授の調査の内容を分析してみると，６５歳以上の高齢単

身世帯及び夫婦のみの世帯の各所得分布は，所得が上記調査で算定された最

低生計費未満のものの割合が単身世帯で８７．１パーセント，夫婦のみの世

帯で５２．１パーセントに達する（甲１８）というのであって，端的にいう
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と，夫婦のみの世帯で５割余り，単身世帯については，実に９割近くの者が

上記最低生計費を下回る所得しか得られていないとの結果となっている。こ

れらの数字に照らせば，上記最低生計費は，現実を踏まえた「健康で文化的

な最低限度の生活水準」とは見合うものではなく，意識的に在るべき数値と

して算定されたものと推認せざるを得ず，これを「健康で文化的な最低限度

の生活水準」を示す基準とするのは困難である。

そもそも，Ｐ１４教授が算定した「最低生計費」は，マーケット・バスケ

ット方式を用いて理論生計費を算定したものであるところ，この算定方式

は，いかなる項目についてどれだけの金額を必要な支出とみるかについて多

様な考え方が成り立ち，品目及び数量の選定において恣意的とならざるを得

ない側面があり，特に飲食物費を除く国民の消費が多様性化している今日に

おいて，その恣意性が強く現れるものである。したがって，この方式により

算出された理論生計費を直ちに「健康で文化的な最低限度の生活」の水準を

示すものと認めるのは困難である。厚生労働大臣が，保護基準の算定方式に

ついて，マーケット・バスケット方式から消費支出に準拠する方式へと変遷

してきたのもそこに理由があると考えられる。

既に説示したとおり，健康で文化的な最低限度の生活なるものは，抽象的

な相対的概念であり，その具体的内容は，文化の発達，国民経済の進展に伴

つて向上するのはもとより，多数の不確定的要素を総合考量してはじめて決

定できるものであり，何が健康で文化的な最低限度の生活であるかの認定判

断は，厚生労働大臣の合目的的な裁量に委されているものと考えなければな

らないところ，以上の点を考慮すれば，Ｐ１４教授が算定した「最低生計

費」を下回るからといって，直ちに老齢加算廃止後の生活扶助基準額が法３

条の「健康で文化的な最低限度の生活」の水準を満たさないということはで

きず，控訴人らの上記主張は採用することができない。

(2) 控訴人らは，老齢加算廃止後の７０歳以上の被保護者（控訴人ら）の生
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活が「健康で文化的な最低限度の生活」を下回っていると主張し，Ｐ１５調

査報告(甲５２)及び同追加報告(甲１０６)等を提出する。

しかし，控訴人らの各個別事情からみた検討の結果は，原判決の「事実及

び理由」欄の「第３ 争点に対する判断」の３の(3)（原判決４７頁２４行

目から５５頁２行目まで）に記載のとおりであるから，これを引用する（た

だし，原判決４９頁５行目の「できるでけ」を「できるだけ」と改める。）

が，原判決が詳細に説示するとおり，老齢加算廃止後の７０歳以上の被保護

者（控訴人ら）の生活が，「健康で文化的な最低限度の生活」の需要を満た

していないとまではいうことはできず，控訴人らの当審における主張・立証

を踏まえても，この判断は左右されないというべきである。

すなわち，控訴人らが当審で提出したＣ事件控訴人Ｐ４及びＦ事件控訴人

Ｐ７の各陳述書（甲Ｃ１，２，甲Ｆ１，２）及びその当審における各本人尋

問の結果並びにＰ１５調査報告及び同追加報告を検討しても，上記控訴人ら

を含む７０歳以上の被保護者らが，老齢加算の廃止後，一層の節約を強いら

れ，日常生活で不自由を感じる場面が少なくないことは否定できないにせ

よ，その日常生活は，我が国における低所得者層の生活として社会的に是認

できる範囲内にないとまでいうことはできず，「健康で文化的な最低限度の

生活」を下回ると直ちに断定することはできないものである（なお，控訴人

らが本件訴訟において取消しを求めている老齢加算の減額部分は，平成１８

年度からの３７６０円のみであり，控訴人らは，平成１６年度の８２６０円

の減額，平成１７年度の５９１０円の減額については，いずれも不服申立て

をしていなかったものである。）。

５ さらに，老齢加算廃止に係る保護基準の改定が社会権規約に違反していると

の控訴人らの主張について検討する。

控訴人らは，老齢加算廃止に係る保護基準の改定は，社会権規約の解釈基準

となる国連社会権規約委員会の定めた一般的意見第１４・平成１２年(２００
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０年)に反するものであって，社会権規約の９条，１１条１項前段及び１５条

１項の趣旨に反し，法８条に違反すると主張する。

確かに，社会権規約９条は，「この規約の締約国は，社会保険その他の社会

保障についてのすべての者の権利を認める。」と規定し，同１１条１項前段

は，「この規約の締約国は，自己及びその家族のための相当な食糧，衣類及び

住居を内容とする相当な生活水準についての並びに生活条件の不断の改善につ

いてのすべての者の権利を認める。」と規定し，同１５条１項は，「この規約

の締約国は，すべての者の次の権利を認める。（ａ）文化的な生活に参加する

権利，（ｂ）科学の進歩及びその利用による利益を享受する権利，（ｃ）自己

の科学的，文学的又は芸術的作品より生ずる精神的及び物質的利益が保護され

ることを享受する権利」と規定している。しかし，社会権規約２条１項が，締

約国に対し，立法措置その他のすべての適当な方法により同規約において認め

られる権利の完全な実現を漸進的に達成することを求めるとしていることに照

らせば，これらは，締約国において，社会保障についての権利その他各条項所

定の権利が，国の社会政策により保護されるに値するものであることを確認

し，上記権利の実現に向けて積極的に社会保障政策を推進すべき政治的責任を

負うことを宣明したものであって，個人に対し即時に具体的権利を付与すべき

ことを定めたものではないというべきである。

このように社会権規約９条，１１条１項前段及び１５条１項は，いずれも，

個人に対し即時に具体的権利を付与すべきことを定めたものではないのであっ

て，老齢加算廃止に係る保護基準の改定がこれらの規定に違反するとの控訴人

らの主張は，失当である。

６ Ｈ事件控訴人Ｐ１について

Ｈ事件控訴人Ｐ１が原判決後の平成▲年▲月▲日に死亡したことは当裁判所

に顕著であるところ，生活保護法の規定に基づく要保護者又は被保護者の保護

受給権は，被保護者自身の最低限度の生活を維持するために当該個人に与えら
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れた一身専属の権利であって，他にこれを譲渡し得ないし（法５９条参照），

相続の対象ともなり得ないというべきである。また，被保護者の生存中の扶助

ですでに遅滞にあるものの給付を求める権利についても，医療扶助の場合はも

ちろんのこと，金銭給付を内容とするものであっても，法の予定する目的以外

に流用することを許さないものであるから，当該被保護者の死亡によって当然

消滅し，相続の対象となり得ないと解するのが相当である（朝日訴訟最高裁判

決参照）。

したがって，本件訴訟のうちＨ事件控訴人Ｐ１に関する部分は，平成▲年▲

月▲日，同控訴人の死亡により終了したものである。

７ 結論

以上の次第で，本件訴訟のうちＨ事件控訴人Ｐ１に関する部分については原

判決を取り消して訴訟の終了を宣言し，その余の控訴人らについては，原判決

は相当であり，その各控訴は，いずれも理由がないから，これを棄却すること

とし，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第１９民事部

裁判長裁判官 青 栁 馨

裁判官 小 林 敬 子

裁判官 大 野 和 明


